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⑪課名

項目

各事務事業の所属する会計及び款項目を記載しています。

重点プロジェクトに該当する事務事業は、それぞれの重点プロジェ
クト名称（元気づくり、里づくり、人づくり）と事業名を記載して
います。

令和６年度以降の第３次総合計画後期基本計画期間内（令和７年度
まで）の合計事業費及び計画期間を記載しています。

事務事業の内容を記載しています。上段は事業概要を、下段は令和
６年度に実施する主な事業内容を記載しています。

事務事業の新規、継続の区分を記載しています。

事務事業名を記載しています。掲載事業の種類は①～③です。
①令和６年度以降に実施予定の第３次総合計画後期基本計画（主な
事務事業）掲載事業
②令和６年度以降に実施予定の重点プロジェクト事業
③その他、新規事業等で各施策の中で特に重要な事業

町で管理する事務事業の個別番号を記載しています。

第３次総合計画の政策体系における政策名及び施策名を記載してい
ます。

内容

2
安心で安全
な暮らしづ
くり

2-1
防災・消防体制の充実

１．はじめに

項目

①②政策名・施策名

③事務事業番号

④事務事業名

⑤新継区分

⑥事業内容

⑦全体事業費及び
計画期間

⑦重点プロジェクト

⑦予算科目

各事務事業の担当課名（令和６年４月１日）を記載しています。

令和６年度当初予算のページ数を記載し、事務事業の主な支出内訳
と予算書との関連性を明記しています。

事務事業を構成する令和６年度当初予算における主な支出内訳を記
載しています。名称は令和６年度当初予算書の「説明」欄に記載さ
れる内容と同一です。

令和６年度欄については、当初予算の事業費及び財源内訳（国庫支
出金・県支出金・地方債・その他・一般財源）を記載しており、令
和７年度欄については、事業費及び財源内訳見込額を記載していま
す。なお、事業費の伸び率は考慮していません。

内容

⑧年度別事業費･
財源内訳

⑨主な支出内訳

⑩予算書頁

7-1
健全な財政運営の推進

23

3-5
支えあい尊重される社
会の実現

14
7-2
効率的な行政運営

24

4
元気と賑わ
いのある産
業づくり

4-1
農業の振興

15
7-3
町民参加の推進

25

4-2
林業の振興

16

3
健やかで人
にやさしい
まちづくり

3-4
障がい者福祉の充実

14

7
町民に信頼
される行政
の推進

2-2
交通安全・防犯体制の
充実

11

6
魅力と個性
のある地域
づくり

6-1
地域活動の推進

22

3-3
子育て支援の充実

13
6-2
多様な交流と連携の推
進

23

3-1
保健体制の充実と医療
の確保

11
5-4
地域文化の振興

3-2
高齢者福祉の充実

12

9

5
学びあい未
来を拓く人
づくり

5-1
子ども教育の充実

18

5-3
生涯スポーツの充実

21

22

10
5-2
生涯学習の充実

20

　実施計画は、第３次総合計画の将来像である「まるごと　いいね！　会津美里」を実
現するため、基本計画に定められた各施策について、重点プロジェクト（元気づくりプ
ロジェクト、里づくりプロジェクト、人づくりプロジェクト）を含めた主な事務事業を
抽出掲載したものです。
　第３次総合計画の計画期間において、原則として３年間の事務事業を明示し、毎年
度、評価及び見直しを行い、次の実施計画を策定するローリング方式で実行していきま
す。なお、第３次総合計画後期基本計画の終期は令和７年度であり、今回の実施計画の
終期は令和７年度となります。

　実施計画は、事業実施のガイドラインとして、今後の主な予定事業を明らかにするも
のです。
　第３次総合計画の政策体系に基づき、実施を予定している主な事務事業について、施
策毎に整理するとともに、重点プロジェクトに該当する事務事業を掲載しています。掲
載している事務事業については、行政評価システムと連動し、財政計画の範囲内におい
て、新規事業の実施判断や継続事業の事業費の調整を行うこととします。
　年度別事業費については、事務事業の事業費及び財源内訳を示し、令和６年度につい
ては、当初予算額を記載しております。また、令和７年度については、事務事業の今後
の状況変化を考慮した、事業費及び財源内訳見込額を計上しています。

３．実施計画の内容

掲載ページ

政策名 施策名 頁 政策名 施策名 頁

1
自然に配慮
した環境づ
くり

1-1
自然・生活環境の保全

8 4
元気と賑わ
いのある産
業づくり

4-3
観光の振興

16

２．実施計画の基本方針

1-2
生活基盤の整備

8
4-4
商工業の振興

17

1-3
交通体系の充実
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４．第３次総合計画の政策体系
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－

259,605 278,973 －

※ 令和６年度欄については、当初予算の事業費を記載しており、令和７年度欄については、事業費見込額を記載しております。

－ － － －

掲載事業合計 87事業 4,751,244 3,995,934 － 15事業

政策体系外 政策体系外 － － － －

7 町民に信頼され
る行政の推進

－

7-2 効率的な行政運営 4事業 359,914 346,654 － 1事業 6,060 0 －

7-1 健全な財政運営の推進 3事業 47,915 47,915 － 0事業 0 0

7-3 町民参加の推進 2事業 12,118 14,119 － 0事業 0 0

27,478 47,053 －

6-2 多様な交流と連携の推進 3事業 67,420 67,420 － 2事業 65,175 65,175 －

6 魅力と個性のあ
る地域づくり

6-1 地域活動の推進 2事業 29,646 49,221 － 1事業

5-4 地域文化の振興 3事業 42,116 115,792 － 0事業

327,978 － 0事業 0 0 －

0 0 －

1,000 －

5 学びあい未来を
拓く人づくり

5-1 子ども教育の充実 12事業 287,118 301,398 － 2事業 28,121 42,401 －

5-2 生涯学習の充実 5事業 28,362 28,362 － 1事業 9,253 9,253 －

5-3 生涯スポーツの充実 3事業 520,490

3事業 53,541 43,774 － 1事業 7,708

4-3 観光の振興 3事業 74,163 74,163 － 0事業

－

4 元気と賑わいの
ある産業づくり

4-1 農業の振興 5事業 80,727 80,727 － 2事業 61,315 61,315 －

4-2 林業の振興 4事業 65,456 64,321 － 2事業 39,681 25,196 －

0 0 －

4-4 商工業の振興

－

3-4 障がい者福祉の充実 2事業 446,821 446,821 － 0事業 0

3-3 子育て支援の充実 4事業 748,464 728,788 － 2事業

0 －

－

3-2 高齢者福祉の充実 4事業 50,646 50,646 － 0事業 0 0 －

3 健やかで人にや
さしいまちづくり

3-1 保健体制の充実と医療の確保 5事業 136,403 129,847 － 0事業 0 0

6,817 17,580

3-5 支えあい尊重される社会の実現 3事業 22,456 22,862 － 0事業 0 0

0 －

2-2 交通安全・防犯体制の充実 2事業 17,906 17,906 － 0事業 0 0 －

2 安心で安全な暮
らしづくり

2-1 防災・消防体制の充実 4事業 691,787 101,453 － 0事業 0

1 自然に配慮した
環境づくり

1-1 自然・生活環境の保全 3事業 307,527 316,659 －

－

1-3 交通体系の充実 3事業 442,118 385,400 － 0事業 0 0 －

－ 1事業 7,997 10,000

令和６年度 令和７年度 － 令和６年度 令和７年度 －

５．令和６年度　実施計画（Ｒ６～Ｒ７）掲載事業総括表
単位：千円

政策名 施策名 掲載事業数
年度別事業費計

う
ち
重
点
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
事
業
分

掲載事業数
年度別事業費計

0事業 0 0 －

1-2 生活基盤の整備 5事業 218,130 233,708
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6．令和６年度政策方針

１　本方針の基本的な考え方
　令和６年度は、10年間の第３次総合計画基本構想の９年目、５年間の後期基本計画の４年目となることから、最終年度の目標へ向け取組を強化するとともに、これまでの取組を振
り返りその成果と課題を十分に検証し、次の10年間を見据えた新たなビジョンの策定に着手する必要がある。
　本方針は、第３次総合計画の理念や方向性を踏まえつつ、直近の国・県等の動向や社会経済情勢の変化等も考慮し、令和６年度において、特に重点的に取り組むべき政策課題等に
ついて、基本的な考え方を示すものである。

２　国内の情勢と町の基本姿勢
　国内情勢に目を向けると、約３年にわたって我々の社会経済に多大な影響を及ぼしてきた新型コロナウィルス感染症が、令和５年５月に感染症法上の位置付けが５類に引き下げら
れたことにより、我々の社会経済活動は、ようやくコロナ禍前の日常に戻りつつある。しかしながら、依然その脅威が完全に払拭されたわけではないため、これまでに得た知見や教
訓を踏まえつつ、今後も引き続き状況に応じた感染対策を講じていく必要がある。
　このコロナ禍の影響もあり、我が国の人口は減少速度が加速しており、国の推計によると、今後10年で５％程度減少し、50年後には現在の約７割の8,700万人程度まで減少する
と見込まれている。令和４年に生まれたこどもの数は、統計を開始してから初めて80万人を割り過去最低を更新し、ピーク時の３分の１以下まで減少している。この急速な人口減
少・少子化に歯止めをかけなければ、我が国の社会経済システムを維持することは難しく、若者人口が急激に減少する2030年代に入るまでが、こうした状況を反転させることがで
きるかどうかの重要な分岐点である。
　また、長引くデフレによる不況から緩やかではあるが回復の兆しが見え始めた中、大手企業を中心に賃上げの機運が高まりつつあるが、それを上回るエネルギー価格、食料価格等
の上昇により、労働者の実質賃金は下がり続けている。それに対して、税や社会保険料等の国民負担率は年々上昇し続け、国民生活は厳しさを増しており、将来に対する不安はかつ
てないほど、大きなものとなっている。
　こうした状況を踏まえ、町としては国の方針に準拠しながらも、町独自の視点を持ち、町の目指すべき姿を明確にするとともに、それを実現するための諸課題の解決や住民サービ
スの向上を図っていかなければならない。特に近年目覚ましく進化を遂げているデジタル分野に関しては、デジタル技術の活用により、あらゆる業務、サービスの効率化や利便性の
向上などが期待されることから、これを積極的に推進していくとともに、そのための全庁的な推進体制を早急に構築していく必要がある。なお、デジタル技術を活用した具体的な取
組については、令和６年度に策定予定の次期総合戦略において本格的な検討を行うこととする。
　また、人口減少や少子化対策、こども・子育て政策、ⅮＸ（デジタルトランスフォーメーション）の推進など、施策の所管を跨る行政課題は年々増加し、住民ニーズも多様化する
中、それらに柔軟に対応していくため、効率的かつ横断的な組織体制づくりを推進する必要がある。
　本町は小さな自治体ではあるが、でき得る政策を着実に進め、魅力ある自然とこの町に住む人々の生活を守り、若者が明るい希望を持てるような未来を築いていかなければならな
い。そのために、第３次総合計画の基本構想に掲げる、まちの将来像「まるごと いいね！会津美里」の実現と、住民福祉の向上と持続可能な地域社会の形成に向け、ＳＤＧｓの理念
を踏まえて、歩みを止めることなく着実に、各施策を進めていく。

３　政策方針
　令和６年度においても、限られた財源と人材を最大限活用し、重点的に取り組むべき施策・事業（重点プロジェクト）について、各部門が連携して総合的かつ戦略的に実行してい
くことが重要であるが、その具体的な内容については次のとおりとする。
　
（１）重点プロジェクト　～いいねプロジェクト～
　第３次総合計画における３つの重点プロジェクトについては、基本的にこれまでの考え方を踏襲し重点的に推進していくことになるが、令和６年度については優先すべき課題を整
理したうえで、一部重点プロジェクト事業を見直し、特に以下の取組を推進していく。

●元気づくりプロジェクト（人口減少対策）・里づくりプロジェクト（環境整備）
　「元気づくりプロジェクト」及び「里づくりプロジェクト」の事業選定にあたっては、令和４年度に策定した「事業パーパス」（里のもと　ともに驚きと幸せを）に基づき、広大
な山林が広がり、人の営みと自然が調和した、本町の特性と魅力を活かした事業及び人口減少や少子化に対応した事業とする。

【産業の振興】
　本町の基幹産業である農業については、農業者の高齢化や農業担い手の減少により耕作放棄地が拡大し、地域の農地が適切に利用されなくなることが懸念されている。地域の農業
や良好な農村環境を守っていくためには、地域での徹底的な話し合いにより、将来めざすべき農地利用の姿を早期に明確化する必要があるため、集落単位で地域計画の策定を進める
中で、多様な担い手を確保し、担い手への農地の集約化等の取り組みを推進するとともに、地域おこし協力隊や移住・定住施策とも連携しながら、新規就農者など新たな担い手の確
保・育成に努めていく。
　林業については、町面積の約70％を占める森林において、適切な森林整備が行われなければ森林の多面的機能が失われ、自然災害等住環境へ影響を及ぼすことが懸念される。森林
資源は地球環境への負荷が少なく、かつ持続的に利用可能な資源であり、森林の多面的機能を保持するためにも適切な森林の整備を推進しながら、民間主体による森林資源の有効活
用を図り、林業の振興を目指す。

【出会い・結婚・妊娠・出産から子育て支援】
　少子化トレンドを反転させるためには、若い世代が希望どおり結婚し、希望する誰もがこどもを持ち、安心して子育てができる社会の実現が不可欠である。
国においても、令和５年６月に策定した「こども未来戦略方針」で、これから６～７年がラストチャンスであり、少子化対策は待ったなしの瀬戸際にある、と危機感をあらわにして
いる。
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元気づくりプロジェクト
（人口減少対策） 里のもと

ともに
驚きと幸せを

重点プロジェクト事業名 事務事業

里づくりプロジェクト
（環境整備）

重点プロジェクト事業名 事務事業

重点プロジェクト
重点プロジェクト

事業パーパス
重点プロジェクト事業名

後期基本計画
事務事業名

人づくりプロジェクト
（人材育成）

地域とともにある
学校づくりと

幼小中教育の連携による
次代を担う人材育成

重点プロジェクト事業名 事務事業

重点プロジェクト事業名 事務事業

　少子化の背景には様々な要因があるものの、未婚化・晩婚化の進行は、少子化の大きな要因と指摘されているため、出会いの機会の創出や新婚夫婦への経済的支援などにより、結
婚を積極的に支援していく。
　また、子育ての負担感や孤立感、教育にかかる経済的負担なども少子化の要因と考えられることから、すべての子育て世帯をライフステージに応じて切れ目なく支援していくた
め、妊娠・出産・育児を通じて、子育て家庭の様々な悩みや不安に応えられる伴走型支援に取り組むとともに、子育て世代に対する町独自の経済的支援を継続して実施する。
　さらに、子育て世帯から特にニーズの高い、こどもの遊び場の確保や、親同士・地域住民との交流の機会を生み出す空間の創出についても検討していく。

【移住・定住の促進】
　移住・定住施策については、コロナ禍にあっても堅調な実績を上げ続けてきたが、新型コロナウィルスの５類移行に伴い、人の流れが再び活発化し始めたのを契機として、さらな
る移住・定住の促進に努める。
　特に少子化の加速要因ともなる東京一極集中の是正を図るため、優遇措置を受けられる首都圏からの移住希望者をターゲットに、移住支援コーディネーターとも連携し、積極的に
アプローチしていく。また空き家バンクや令和５年度に開設したサテライトオフィス、その他本町独自の支援制度などをＰＲしながら、移住希望者に対し、きめ細やかなサポートを
行っていく。
　地域おこし協力隊についても、本町では年々隊員数が増加しており、他の地域に比べると卒隊後の定着率も高い。今後もさらなる隊員数の増加を図るとともに、特に起業や定住に
つながりやすい産業分野へ誘導し、担い手不足の解消や地域産業の活性化を目指す。

●人づくりプロジェクト（人材育成）
　「人づくりプロジェクト」についても、令和４年度に策定した「事業パーパス」（地域とともにある学校づくりと幼小中連携による次代を担う人材育成）に基づき、未来を担うこ
どもたちの健全な育成のため、教育環境の整備に努めていく。こども政策や教育への投資は、最も有効かつ確実な「未来への投資」と捉え、ソフト・ハード両面から、こども教育の
充実を図る。
　令和６年度から、すべての小中学校において小中一貫教育を導入し、本郷地域には本町初の義務教育学校を開校する。それに伴い、そのメリットが十分発揮される施設整備を早急
に進める。本郷地域以外においても、それぞれの地域の特徴を生かした体制づくりを、こども園とも連携しながら進めていく。また、学校を核とした地域づくりを推進し、学校運営
協議会及び地域学校協働本部の活動を活性化させるとともに、引き続き中学校部活動の地域移行を見据えた体制づくりに取り組んでいく。

（２）次世代に向けたまちづくりの取組
　本町は平成17年10月に３町村が合併し誕生した。令和７年には合併20周年を迎えることになるが、その節目を前に、改めて３地域の地域バランスに配慮し、それぞれの特色や資
源を活かした振興を図るとともに、人口減少や少子化という難題に立ち向かいながら、次世代に向けたまちづくりを進めていく必要がある。そのため、第３次総合計画に掲げる従来
の重点プロジェクトに、新たに以下の取組を加え、令和６年度をその足掛かりの年として、次世代に向けたまちづくりのための環境整備を進めていく。
　高田地域においては、旧会津美里町公民館跡地及び旧あやめの湯の新たな利活用が課題となっているが、どちらも地域の中心部に位置し、利便性の高い場所であることから、こど
もから高齢者まですべての世代に喜ばれ、多くの人が集い、行き交う「街なかの賑わい創出」に資する利活用を、町民や事業者等の参画のもと検討していく。
本郷地域においては、本郷義務教育学校及び本郷こども園の整備並びに旧本郷第一小学校跡地の利活用計画が、すでに基本的な方針が定まり実行段階に移っているところであるが、
「子育て支援や教育のモデル地域」として、早急に整備を進めていく。
　新鶴地域においては、ふれあいの森運動公園及び民間経営に移行した新鶴温泉、新鶴ワイナリーなどの既存の資源を有効に活用し、このエリアを「健康・スポーツ・観光の拠点」
として再構築していく。
　３地域が、それぞれの特色や強みを活かし、既存の地域資源に新たな価値を創造し再生することで、町全体の活性化に繋げていく。
　なお、上記のうち本郷義務教育学校の整備と旧本郷第一小学校の跡地の利活用については、令和５年度重点プロジェクトに位置付け、すでに取組を開始しているが、その他の新た
な取組については、その内容に応じて既存の重点プロジェクト（元気づくりプロジェクト、里づくりプロジェクト、人づくりプロジェクト）のいずれかに位置付けるものとする。

重点プロジェクト事業体系
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重点プロジェクト事業パーパスは、重点プロジェクトを推進するにあたり「みんなが目指すもの」「理念・存在意義」として職員相互において共有し、本町の抱える課題に対
し、各課が連携して積極的に取り組むため掲げるものとする。
「元気づくりプロジェクト」「里づくりプロジェクト」では「これからの会津美里町における事業開発を考える」【「パーパス」と「顧客体験」という概念を活用して】をテー
マに、本町が有する広大な山林に着目し、里山の現状や居住されている方のニーズ調査等により、本町の魅力と課題を整理し重点プロジェクトを推進するため掲げるものとす
る。
「人づくりプロジェクト」では、基礎学力の向上、児童生徒数の減少、施設の老朽化など、様々な課題に対し、地域との協働により地域とともにある学校づくりと、学校を核と
した地域づくりを推進し、町と学校と地域がともに未来を担う子どもたちの健やかな成長を願い事業を推進するため掲げるものとする。

里のもと
ともに

驚きと幸せを

会津美里の里山には大いなる可能性があります。それは昔から培われてきた深い知恵や豊かな恵みです。里山にきちんと向き合うことでそれらを見い出し一方的に活用するの
ではなく、自然とともに歩み、その魅力を未来にもつむいでいきたい。誰もが同じように参加でき、誰もが誰かのために、ともに創りあげる里山の未来には、これまでにはない
発見がありワクワクがあります。そこにはこれまでとは違う心が満たされた世界があります。そんな元気のある里づくりを目指して会津美里町は進んでいきます。

地域とともにある学校づくりと
幼小中教育の連携による

次代を担う人材育成

出生から義務教育の終了までを見据え、「幼児期から一貫した非認知能力※など学びの基礎力と学力の向上」「コミュニティ・スクールの導入などによる地域とともにある学校
づくりと学校を核とした地域づくりの推進」「安心して子育てできる環境の提供」を主な柱として事業展開していきます。

※非認知能力：知能や学力のようにテストで明確に認知できないけれど、子どもの将来や人生を豊かにする、人間力ともいうべき能力。

重点プロジェクト事業パーパス

「元気づくりプロジェクト」「里づくりプロジェクト」

「人づくりプロジェクト」

－6—



-7-
【総括表】令和６年度政策方針に基づく重点プロジェクト事業（R６～R７）

合計事業費 Ｒ6年度 Ｒ7年度 No 頁

全体 91,000 45,500 45,500

内重点分 91,000 45,500 45,500

全体 31,630 15,815 15,815

内重点分 31,630 15,815 15,815

全体 6,030 3,015 3,015

内重点分 6,030 3,015 3,015

全体 58,847 36,666 22,181

内重点分 58,847 36,666 22,181

全体 50,558 25,279 25,279

内重点分 50,558 25,279 25,279

全体 74,531 27,478 47,053

内重点分 74,531 27,478 47,053

全体 79,792 39,896 39,896

内重点分 79,792 39,896 39,896

全体 46,082 23,041 23,041

内重点分 8,708 7,708 1,000

全体 117,473 57,473 60,000

内重点分 17,997 7,997 10,000

全体 50,068 28,064 22,004

内重点分 6,060 6,060 0

全体 55,150 27,575 27,575

内重点分 802 401 401

全体 18,506 9,253 9,253

内重点分 18,506 9,253 9,253

全体 611,912 307,081 304,831

内重点分 4,536 2,268 2,268

全体 69,720 27,720 42,000

内重点分 69,720 27,720 42,000

全体 668,502 342,799 325,703

内重点分 19,861 4,549 15,312

全体 2,029,801 1,016,655 1,013,146

内重点分 538,578 259,605 278,973

37 15

38 15

41

15
こども園管理運営事業
（本郷こども園の整備）

Ⅲ 人づくり
プロジェクト
（人材育成）

地域とともにある
学校づくりと

幼小中教育の連携による
次代を担う人材育成

8

9 旧本郷第一小学校跡地利活用事業
公園管理事業
（旧本郷第一小学校跡地公園整備事業）

6

【移住・定住の促進】 人流創出事業

14
義務教育学校整備事業
（本郷学園に係る施設整備）

13

幼小中教育の連携による
次代を担う人材育成事業

子どものための教育・保育給付事業
（民間認定こども園補助金の拡充）

12
地域学校協働本部事業
（地域学校協働本部の運営）

6

57 19

64 20

29 13

30 13

62 20

中学校教育振興事業
（中学校部活動の地域移行）

11

【地域とともにある学校づくりと
幼小中教育の連携による

次代を担う人材育成プロジェクト】

地域とともにある学校づくり事業

84 2410
社会体育施設の再編・整備と周辺
施設と連携した拠点づくりの推進
事業

地域振興事業
（社会体育施設の再編と整備）

【次世代に向けた
まちづくりの取組】

産業活性化支援事業
商工活性化事業
（高田地域まちなか賑わい創出プロジェクト）

9

48 17

77 23

76 23

75 22

5
【出会い・結婚・妊娠・出産

から子育て支援】
子育て総合支援事業

ネウボラ推進事業
（出会い・結婚・妊娠・出産から子育てまで切
れ目のない支援）

43 16

地域おこし協力隊事業
（地域おこし協力隊の継続した受入）

政策方針における位置づけ

7
移住促進事業
（移住定住支援）

④後期基本計画事務事業名
「③を構成する事務事業

（プロジェクトの実行テーマ）」

4
森林環境整備促進事業
（森林整備計画の推進）

163

豊かな森林づくり事業

森林資源活用推進事業
（森林資源の地域内利活用）

2
新規就農者・担い手育成事業
（地域計画の策定及び新規就農者支援事業）

③重点プロジェクト事業名
（②に基づく事業名）

⑦実施計画

事業費合計

Ⅰ 元気づくり
プロジェクト

（人口減少対策）

Ⅱ 里づくり
プロジェクト
（環境整備）

里のもと
ともに

驚きと幸せを

1

【産業の振興】

産業活性化支援事業

農業生産力強化支援事業
（農業生産力向上支援及び複合経営推進）

⑤事業費
区分

⑥年度別事業費・財源内訳（千円）
①重点

プロジェクト名
②重点プロジェクト

事業パーパス
No
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　第３次総合計画実施計画（Ｒ６～Ｒ７）
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令和６年度 令和７年度

Ｒ６ ～ Ｒ７

国庫支出金

県支出金 40 40

款 04 地方債

項 01 その他 8,000

目 04 一般財源 5,506 1,041

Ｒ６ ～ Ｒ７

国庫支出金

県支出金

款 04 地方債

項 02 その他

目 01 一般財源 5,403 5,403

Ｒ６ ～ Ｒ７

国庫支出金

県支出金

款 04 地方債

項 02 その他 12,383 12,383

目 02 一般財源 276,195 297,792

Ｒ６ ～ Ｒ７

国庫支出金

県支出金 1,000 1,000

款 02 地方債

項 01 その他

目 07 一般財源 2,220 4,220

Ｒ６ ～ Ｒ７

国庫支出金

県支出金

款 07 地方債

項 04 その他 264 264

目 01 一般財源 1,897 1,897

計画期間

重点
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

―

財
源
内
訳

予
算
科
目

会計 一般会計

土木費

都市計画費

2,161

 
・思堀沈殿槽管理委託料：314千円
・廃棄物収集運搬等委託料：1,520千円
・本郷道上地区水質検査委託料：42千円

87
87
87 建

設
水
道
課

継
続

都市計画関係法令に基づき都市計画区域内の規制管理を行うとと
もに、区画整理事業等により設置した調整池等を、周辺の区域内
住民に悪影響を及ぼさないよう適切に管理する。

令和６年度は、調整池等の各都市施設の維持管理を実施する。

全体事業費 4,322

事業費 2,161

都市計画総務費

5
1 自然に配
慮した環境
づくり

1-2 生
活基盤
の整備

4605
都市計画
事業

計画期間

重点
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

―

財
源
内
訳

予
算
科
目

会計 一般会計

総務費

総務管理費

5,220

 
・セミナー講師謝礼：20千円
・空き家地図システム保守委託料：139千円
・空き家改修補助金：3,000千円

35
36
38 政

策
財
政
課

継
続

空き家等が管理不全に陥ることを未然に防止するため、空き家セ
ミナーを開催する等、家屋の適正管理に対する啓発を行うととも
に、意向調査等により所有者の意向を把握しながら登録物件数の
拡大と空き家・空き地バンク制度の充実を図り、空き家等の所有
者と利活用希望者のマッチング事業を実施する。
 
令和6年度は、「第２期空家等対策計画」の4年目となり、今後も
増加が予想される空き家等への対策を、より一層総合的かつ計画
的に推進する。

全体事業費 8,440

事業費 3,220

企画費

4
1 自然に配
慮した環境
づくり

1-2 生
活基盤
の整備

14398
空き家利
活用事業

計画期間

重点
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

―

財
源
内
訳

予
算
科
目

会計 一般会計

衛生費

清掃費

310,175
・廃棄物収集運搬等委託料：98,555千円
・会津若松地方広域市町村圏整備組合負担金：
189,726千円

65
65

町
民
税
務
課

継
続

家庭から排出された適正廃棄物を各ごみステーションから収集
し、中間処理施設へ運搬し適正に処理することで公衆衛生の維持
を図る。

令和6年度は、廃棄物の収集運搬業務委託と中間処理施設等の運
営経費を負担する。

全体事業費 598,753

事業費 288,578

塵芥処理費

3
1 自然に配
慮した環境
づくり

1-1 自
然・生
活環境
の保全

5430
廃棄物処
分事業

町
民
税
務
課

計画期間

重点
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

―

財
源
内
訳

予
算
科
目

会計 一般会計

衛生費

5,403 5,403
・不法投棄監視員報償：810千円
・印刷製本費：449千円
・廃棄物リユース業務委託料：443千円
・土砂収集運搬業務委託料：1,261千円
・生ごみ処理機等購入費補助金：775千円

64
64
64
64
64

廃棄物減
量対策事
業

継
続

循環型社会の実現に取り組んでいくために、廃棄物等の発生抑
制、循環資源の循環的な利用、適正な処分を促進し、廃棄物減量
に努める。

令和６年度は、こども服リユースコーナーやスポーツ用品リユー
ス展示場の設置、生ごみ処理機等購入支援、資源回収奨励金の交
付等を実施し、廃棄物減量を図る。

全体事業費 10,806

事業費

清掃費

清掃総務費

環境衛生費

2
1 自然に配
慮した環境
づくり

1-1 自
然・生
活環境
の保全

5037

・消耗品費：236千円
・修繕料：357千円
・各種計画策定支援業務委託料：11,992千円
・支障木撤去委託料：509千円

63
63
63
63

町
民
税
務
課

計画期間

重点
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

―

財
源
内
訳

予
算
科
目

全体事業費 14,627

事業費 13,546 1,081

年度

1
1 自然に配
慮した環境
づくり

1-1 自
然・生
活環境
の保全

16742
生活環境
保全事業

継
続

住宅環境で発生する病害虫の被害蔓延防止など、公衆衛生の向上
と良好な生活環境の保全を図る。

令和６年度は、各自治区で実施する防除活動に対して防除機器の
貸出し及び町民への高枝切りばさみの貸出しによる支援を行い、
病害虫の被害蔓延を防止する。蛭ヶ窪墓地では松くい虫による支
障木の撤去等を実施し、墓地内の環境整備を図る。また、地球温
暖化対策を計画的に進めていくため「地球温暖化対策実行計画
（区域施策編）」の策定に取り組む。

⑨主な支出内訳
⑩

予算
書頁

⑪
課
名

⑤
新
継
区
分

⑥事業内容
⑦全体事業費及び計画期間

重点プロジェクト、予算科目

⑧年度別事業費・財源内訳
（単位：千円）

№ ①政策名 ②施策名

③
事務
事業
番号

④事務
事業名

会計 一般会計

衛生費

保健衛生費
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令和６年度 令和７年度年度
⑨主な支出内訳

⑩
予算
書頁

⑪
課
名

⑤
新
継
区
分

⑥事業内容
⑦全体事業費及び計画期間

重点プロジェクト、予算科目

⑧年度別事業費・財源内訳
（単位：千円）

№ ①政策名 ②施策名

③
事務
事業
番号

④事務
事業名

Ｒ６ ～ Ｒ７

7,997 10,000

国庫支出金

県支出金

款 07 地方債 6,000 6,000

項 04 その他 5,751 5,751

目 02 一般財源 45,722 48,249

Ｒ６ ～ Ｒ７

国庫支出金 17,052 17,052

県支出金 611 611

款 01 地方債 26,200 26,200

項 01 その他 2,316 2,316

目 01 一般財源 148 148

Ｒ６ ～ Ｒ７

国庫支出金 40,000

県支出金

款 01 地方債 50,800 35,000

項 01 その他 7,215 10,000

目 01 一般財源 50,934 35,000

Ｒ６ ～ Ｒ７

国庫支出金 4,895 2,000

県支出金 9,025 8,100

款 02 地方債

項 01 その他 75

目 07 一般財源 81,332 75,300

Ｒ６ ～ Ｒ７

国庫支出金 17,920 15,000

県支出金 14,318 14,000

款 07 地方債 77,900

項 02 その他

目 01 一般財源 65,866 141,000

計画期間

重点
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

―

財
源
内
訳

予
算
科
目

会計 一般会計

土木費

道路橋梁費

170,000
・除草作業委託料：22,347千円
・街路灯設置工事：9,956千円
・町道維持管理修繕工事：86,100千円

84
84
84 建

設
水
道
課

継
続

道路通行上の安全確保を図るため、町道、法定外道路、不随する
その他の施設が安全に機能するよう道路の維持管理を適切に行
う。

令和６年度は、昨年度に引続き町内各路線の舗装補修工事及び維
持を行う。

全体事業費 346,004

事業費 176,004

道路橋梁維持費

10
1 自然に配
慮した環境
づくり

1-3 交
通体系
の充実

16756
道路維持
管理事業

計画期間

重点
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

―

財
源
内
訳

予
算
科
目

会計 一般会計

総務費

総務管理費

85,400
・地域公共交通計画策定支援業務委託料：9,790千円
・只見線運営費負担金：5,895千円
・デマンド交通システム運行事業補助金：48,164千円
・生活交通路線等対策事業補助金：31,022千円

37
37
38
38

政
策
財
政
課

継
続

町地域公共交通網形成計画に基づき、利用者ニーズを踏まえた地
域内交通及び地域間交通の維持・充実を図るとともに、公共交通
の利用促進を図る。

令和6年度は、会津坂下厚生総合病院便の実証事業を開始すると
ともに、デマンド交通AIシステムの利用を促進し、さらなる利便
性の向上を図る。また、令和7年度で町公共交通網形成計画及び
再編実施計画が終期を迎えるため、令和8年度を始期とする新た
な計画の策定のための調査検討を開始する。

全体事業費 180,727

事業費 95,327

企画費

9
1 自然に配
慮した環境
づくり

1-3 交
通体系
の充実

4712

公共交通
利用促進
事業

計画期間

重点
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

―

財
源
内
訳

予
算
科
目

会計 水道事業会計

資本的支出

建設改良費

120,000
・老朽管更新事業配水管布設替工事：48,730千円
・老朽管更新事業舗装本復旧工事：60,219千円

特
別
会
計

建
設
水
道
課

継
続

既設石綿セメント管の老朽化、経年劣化による漏水等の事故によ
り水道水の安定供給に支障となるため、管路整備の一環として、
石綿セメント管の布設替を実施する。

令和６年度は、竹原地区等で約1,834ｍの布設替工事及び舗装復
旧工事約780mを実施する。

全体事業費 228,949

事業費 108,949

建設改良費

8
1 自然に配
慮した環境
づくり

1-2 生
活基盤
の整備

90004
老朽管更
新事業

計画期間

重点
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

―

財
源
内
訳

予
算
科
目

会計 下水道事業会計

公共下水道事業資本的支出

建設改良費

46,327
・処理場改築実施設計業務委託：13,052千円
・公共下水道管渠埋設工事：12,221千円
・公共下水道舗装復旧工事：21,054千円

特
別
会
計

建
設
水
道
課

継
続

公共用水域の水質確保と生活環境の改善を目的に、生活排水等を
下水道処理施設により処理する為、管路施設等の整備を実施す
る。
高田処理区（Ｈ９年〜Ｒ９年）計画整備面積　273.0ha
本郷処理区（Ｈ９年〜Ｒ９年）計画整備面積　133.5ha

令和6年度は、高田処理区内0.2haの末端管渠整備及び舗装復旧
工事2,000㎡を実施する。

全体事業費 92,654

事業費 46,327

建設改良費

7
1 自然に配
慮した環境
づくり

1-2 生
活基盤
の整備

5679

公共下水
道施設整
備事業

計画期間

重点
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

元気・里づくり
旧本郷第一小

跡地利活用事業

（内重点分）

財
源
内
訳

予
算
科
目

会計 一般会計

土木費

60,000 ・公園管理委託料：32,566千円
・各種計画策定支援業務委託料：7,997千円
・維持改修工事：6,313千円

88
89
89 建

設
水
道
課

継
続

都市公園や街なみ公園等の利用者が安全快適に使用できる環境の
整備と維持を行う。

令和６年度は、「旧本郷第一小学校跡地利活用事業」として、旧
本郷一小跡地を公園として整備するための跡地利活用整備計画を
策定する。また、各種公園の維持管理を実施するとともに、あや
め苑については、あやめ苑維持管理計画に基づき、公園管理指導
員と一丸となって適切な栽培管理と施設環境整備を実施する。

全体事業費 117,473
事業費 57,473

都市計画費

公園費

6
1 自然に配
慮した環境
づくり

1-2 生
活基盤
の整備

5202
公園管理
事業

－9—



　第３次総合計画実施計画（Ｒ６～Ｒ７）
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令和６年度 令和７年度年度
⑨主な支出内訳

⑩
予算
書頁

⑪
課
名

⑤
新
継
区
分

⑥事業内容
⑦全体事業費及び計画期間

重点プロジェクト、予算科目

⑧年度別事業費・財源内訳
（単位：千円）

№ ①政策名 ②施策名

③
事務
事業
番号

④事務
事業名

Ｒ６ ～ Ｒ７

国庫支出金 49,280 48,000

県支出金

款 07 地方債 102,200

項 02 その他

目 02 一般財源 19,307 82,000

Ｒ６ ～ Ｒ７

国庫支出金

県支出金

款 08 地方債

項 01 その他 600

目 01 一般財源 63,613 63,613

Ｒ６ ～ Ｒ７

国庫支出金

県支出金 10,811 4,777

款 08 地方債 34,200

項 01 その他

目 02 一般財源 14,441 14,441

Ｒ６ ～ Ｒ７

国庫支出金

県支出金

款 02 地方債 541,500

項 01 その他

目 09 一般財源 10,259 10,259

Ｒ６ ～ Ｒ７

国庫支出金

県支出金

款 08 地方債 8,000

項 01 その他

目 03 一般財源 8,363 8,363

計画期間

重点
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

―

財
源
内
訳

予
算
科
目

会計 一般会計

消防費

消防費

8,363
・消耗品費：1,056千円
・総合情報通信ネットワーク負担金：9,049千円
・自主防災組織設立支援事業補助金：1,000千円

94
94
94

総
務
課

継
続

町民を災害から守るとともに、災害発生時の被害を最小限に留め
るため、防災体制の充実を図る。

令和６年度は、自主防災組織の設立支援を行うとともに防災訓練
の実施など各種防災対策を実施する。

全体事業費 24,726

事業費 16,363

災害対策費

15
2 安心で安
全な暮らし
づくり

2-1 防
災・消
防体制
の充実

5379
災害対策
事業

計画期間

重点
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

―

財
源
内
訳

予
算
科
目

会計 一般会計

総務費

総務管理費

10,259
・防災情報システム構築委託料：541,540千円
・防災情報システム保守委託料：5,885千円

39
40

総
務
課

継
続

防災情報システムとして整備した町内177箇所の放送設備の維持
管理を行う。

令和6年度は、既存放送設備の老朽化に伴い、防災情報を迅速に
住民へ伝えるため、音声だけでなくホームページやSNS等、様々
な手段で情報伝達を可能とする新たな防災システムの構築を行
う。

全体事業費 562,018

事業費 551,759

電算管理費

14
2 安心で安
全な暮らし
づくり

2-1 防
災・消
防体制
の充実

5116

防災情報
システム
事業

計画期間

重点
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

―

財
源
内
訳

予
算
科
目

会計 一般会計

消防費

消防費

19,218
・設計委託料：6,761千円
・消防施設整備工事：35,508千円
・消火栓設置工事負担金：7,215千円

93
93
93

総
務
課

継
続

町民の生命、財産を火災から守るため、消防用施設（屯所、車
両、小型ポンプ、水利等）の維持管理を行うとともに老朽化した
施設の更新を行う。

令和６年度は、地域の消防水利の向上を図るため、3基（茗荷
平、佐布川、下小沢）の耐震性貯水槽設置工事を行う。

全体事業費 78,670

事業費 59,452

消防施設費

13
2 安心で安
全な暮らし
づくり

2-1 防
災・消
防体制
の充実

4741

消防施設
維持管理
事業

計画期間

重点
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

―

財
源
内
訳

予
算
科
目

会計 一般会計

消防費

消防費

63,613
・消防団員報酬：28,046千円
・費用弁償：11,557千円
・消防団員等公務災害補償負担金：16,206千円

91
92
92

総
務
課

継
続

火災発生の未然防止や災害発生時の迅速な対応と被害の最小化を
図るため、消防団員活動を行う。

令和６年度は、引き続き地域防災力を維持するため、予防消防活
動や各種訓練を行う。

全体事業費 127,826

事業費 64,213

非常備消防費

12
2 安心で安
全な暮らし
づくり

2-1 防
災・消
防体制
の充実

5595
消防団員
活動事業

計画期間

重点
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

―

財
源
内
訳

予
算
科
目

会計 一般会計

土木費

道路橋梁費

130,000
・一般単独道路整備工事：18,983千円
・道路改良工事：87,000千円
・用地購入費：9,270千円
・物件移転補償費：37,527千円

86
86
86
86

建
設
水
道
課

継
続

道路整備工事として、道路側溝・生活関連水路等の整備を実施
し、良好な道路交通環境を確保し、町民の利便性・安全性を図
る。

令和６年度は、町道12009号線の歩道整備に向けた用地購入・
物件移転補償を行うとともに、一部区間工事に着手する。

全体事業費 300,787

事業費 170,787

道路新設改良費

11
1 自然に配
慮した環境
づくり

1-3 交
通体系
の充実

4568

道路新設
改良等事
業

－10—



　第３次総合計画実施計画（Ｒ６～Ｒ７）
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令和６年度 令和７年度年度
⑨主な支出内訳

⑩
予算
書頁

⑪
課
名

⑤
新
継
区
分

⑥事業内容
⑦全体事業費及び計画期間

重点プロジェクト、予算科目

⑧年度別事業費・財源内訳
（単位：千円）

№ ①政策名 ②施策名

③
事務
事業
番号

④事務
事業名

Ｒ６ ～ Ｒ７

国庫支出金

県支出金

款 02 地方債

項 01 その他

目 08 一般財源 6,680 6,680

Ｒ６ ～ Ｒ７

国庫支出金

県支出金

款 02 地方債

項 01 その他 2,647 2,647

目 10 一般財源 8,579 8,579

Ｒ６ ～ Ｒ７

国庫支出金

県支出金

款 04 地方債

項 01 その他

目 01 一般財源 6,633 77

Ｒ６ ～ Ｒ７

国庫支出金 6,200 6,200

県支出金 1,501 1,501

款 04 地方債

項 01 その他

目 01 一般財源 15,394 15,394

Ｒ６ ～ Ｒ７

国庫支出金

県支出金

款 04 地方債

項 01 その他 1,810 1,810

目 01 一般財源 48,208 48,208

計画期間

重点
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

―

財
源
内
訳

予
算
科
目

会計 一般会計

衛生費

保健衛生費

50,018
・在宅当番・救急医療情報提供事業委託料：3,144千円
・高田厚生病院救急医療体制支援事業補助金：46,476
千円

60
61

健
康
ふ
く
し
課

継
続

町民へ安心できる救急医療を提供するため、町内の地域医療体制
の充実を図る。

令和６年度は、救急医療体制の維持を図るため高田厚生病院に財
政支援を行うとともに、両沼郡医師会に休日救急当番医事業を委
託する。

全体事業費 100,036

事業費 50,018

保健衛生総務費

20

3 健やかで
人にやさし
いまちづく
り

3-1 保
健体制
の充実
と医療
の確保

17171
地域医療
整備事業

計画期間

重点
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

―

財
源
内
訳

予
算
科
目

会計 一般会計

衛生費

保健衛生費

23,095
・乳児健康相談時謝礼：594千円
・乳幼児健康診査時謝礼：1,357千円
・妊産婦健診・新生児聴覚検査委託料：11,455千円
・出産・子育て応援交付金：8,200千円

60
60
61
61

健
康
ふ
く
し
課

継
続

安心安全な妊娠・出産のための妊産婦の健康管理や子どもの健や
かな発達を図るため、切れ目のない支援を継続的に実施する。
　
令和６年度は、妊婦健康診査や乳幼児の健康診査・健康相談、子
育て支援教室を開催する。また、伴走型相談支援の充実と、出
産・育児の負担軽減を図る給付金の応援交付金事業を一体的に実
施する。

全体事業費 46,190

事業費 23,095

保健衛生総務費

19

3 健やかで
人にやさし
いまちづく
り

3-1 保
健体制
の充実
と医療
の確保

17170
母子保健
事業

計画期間

重点
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

―

財
源
内
訳

予
算
科
目

会計 一般会計

衛生費

保健衛生費

77
・健康づくり推進協議会委員報酬：112千円
・各種計画策定支援業務委託料：6,500千円

60
60

健
康
ふ
く
し
課

継
続

町民の主体的な健康づくりを推進し、町民の健康意識の高揚と行
動変容を促す。

令和６年度は、健康増進法第８条第２項に基づく「第４次会津美
里町健康増進計画」等を策定し、町民の健康づくりへの行動計画
を設定する。
　健康増進法第８条第２項：町健康増進計画
　自殺対策基本法第13条第２項：町自殺対策計画
　食育基本法第18条第１項：食育推進計画

全体事業費 6,710

事業費 6,633

保健衛生総務費

18

3 健やかで
人にやさし
いまちづく
り

3-1 保
健体制
の充実
と医療
の確保

17169

健康づく
り推進事
業

計画期間

重点
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

―

財
源
内
訳

予
算
科
目

会計 一般会計

総務費

総務管理費

11,226
・光熱水費：7,762千円
・防犯灯設置事業補助金：3,000千円

41
42

総
務
課

継
続

町民の防犯意識の向上のため、防犯協会とともに普及啓発活動を
行う。また、各自治区が設置している防犯灯の電気料金及びLED
灯への切り替えの経費に対する助成を行う。

令和６年度は、引き続き防犯灯のLED化及び電気料に対し助成を
行い、夜間における防犯対策の維持向上を図る。

全体事業費 22,452

事業費 11,226

諸費

17
2 安心で安
全な暮らし
づくり

2-2 交
通安
全・防
犯体制
の充実

17108
防犯対策
事業

計画期間

重点
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

―

財
源
内
訳

予
算
科
目

会計 一般会計

総務費

総務管理費

6,680
・交通教育専門員報償：1,440千円
・運転免許自主返納支援事業委託料：2,448千円
・交通安全設備工事：924千円

38
39
39

総
務
課

継
続

町民の安全を守り、交通安全意識の高揚を図るため、警察署や交
通安全団体と連携し、交通安全対策を行う。

令和６年度は、引き続き交通安全施設の整備や交通安全運動の実
施、交通安全教室への講師派遣などを行う。

全体事業費 13,360

事業費 6,680

交通安全対策費

16
2 安心で安
全な暮らし
づくり

2-2 交
通安
全・防
犯体制
の充実

4909
交通安全
対策事業
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令和６年度 令和７年度年度
⑨主な支出内訳

⑩
予算
書頁

⑪
課
名

⑤
新
継
区
分

⑥事業内容
⑦全体事業費及び計画期間

重点プロジェクト、予算科目

⑧年度別事業費・財源内訳
（単位：千円）

№ ①政策名 ②施策名

③
事務
事業
番号

④事務
事業名

Ｒ６ ～ Ｒ７

国庫支出金

県支出金 63 63

款 04 地方債

項 01 その他

目 01 一般財源 63 63

Ｒ６ ～ Ｒ７

国庫支出金

県支出金 1,520 1,520

款 04 地方債

項 01 その他 4,280 4,280

目 02 一般財源 50,731 50,731

Ｒ６ ～ Ｒ７

国庫支出金

県支出金

款 03 地方債

項 01 その他 8,228 7,628

目 04 一般財源 24,573 25,173

Ｒ６ ～ Ｒ７

国庫支出金 3,889 3,889

県支出金 1,694 1,694

款 03 地方債

項 03 その他

目 05 一般財源 3,221 3,221

Ｒ６ ～ Ｒ７

国庫支出金 1,930 1,930

県支出金 1,173 1,173

款 03 地方債

項 02 その他

目 01 一般財源 1,247 1,247

計画期間

重点
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

―

財
源
内
訳

予
算
科
目

会計 介護保険特別会計

地域支援事業費

一般介護予防事業費

4,350
・地域リハビリテーション活動委託料：1,925千円
・地域指導員報償：787千円
・ボランティア育成事業委託料：1,048千円

特
別
会
計

健
康
ふ
く
し
課

継
続

高齢者が要介護状態等となることの予防や軽減、悪化を防止する
ため、介護予防を推進する。また、高齢者の生活機能の維持向上
のため、高齢者の運動の習慣化と高齢期の特性を踏まえた健康づ
くりにも取り組み、介護予防事業の強化及び保健事業との連携を
図る。

令和６年度は、第９期介護保険事業計画に基づき、うんどう教
室、リハビリテーション活動支援を推進しフレイル対策を行う。

全体事業費 8,700

事業費 4,350

一般介護予防事業費

25

3 健やかで
人にやさし
いまちづく
り

3-2 高
齢者福
祉の充
実

14565
一般介護
予防事業

計画期間

重点
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

―

財
源
内
訳

予
算
科
目

会計 介護保険特別会計

地域支援事業費

包括的支援事業・任意事業費

8,804
・認知症地域支援推進員業務委託料：5,828千円
・認知症初期集中支援チーム業務委託料：2,664千円

特
別
会
計

健
康
ふ
く
し
課

継
続

認知症高齢者やその家族を地域で支えるために、認知症地域支援
推進員や認知症初期集中支援チームによるコーディネート及び認
知症ケアパス等を活用しながら、認知症の予防から早期診断、早
期治療を推進し、「福島県一認知症に優しい町」の実現を目指
し、各種事業を実施する。

令和6年度は、第9期介護保険事業計画及び国の認知症施策大綱に
基づき、認知症サポーター養成講座・ステップアップ研修を実施
しボランティア団体の活動の活性化を図る。

全体事業費 17,608

事業費 8,804

認知症総合支援事業費

24

3 健やかで
人にやさし
いまちづく
り

3-2 高
齢者福
祉の充
実

14446

認知症対
策総合支
援事業

計画期間

重点
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

―

財
源
内
訳

予
算
科
目

会計 一般会計

民生費

社会福祉費

32,801
・緊急通報システム事業委託料：4,251千円
・生きがい活動支援通所事業委託料：9,894千円
・配食サービス事業委託料：5,219千円
・家族介護用品支給事業費：8,400千円

53
53
53
53

健
康
ふ
く
し
課

継
続

第１０期高齢者福祉計画に基づき、高齢者が住み慣れた地域でと
もにつながりいきいきと健やかに暮らせるよう、各種在宅福祉
サービスを実施する。

令和６年度は、高齢者生きがい活動支援通所事業、配食サービス
事業、緊急通報システム事業、軽度生活援助事業、家族介護用品
購入助成券支給事業、外出支援サービス事業等を実施する。

全体事業費 65,602

事業費 32,801

高齢者福祉費

23

3 健やかで
人にやさし
いまちづく
り

3-2 高
齢者福
祉の充
実

16719

高齢者在
宅福祉
サービス
事業

計画期間

重点
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

―

財
源
内
訳

予
算
科
目

会計 一般会計

衛生費

保健衛生費

56,531
・健康教育時謝礼：170千円
・結核検診委託料：3,234千円
・健康増進法に係る検診委託料：36,193千円

61
62
62 健

康
ふ
く
し
課

継
続

健康増進法等による生活習慣病の早期発見・早期治療・重症化予
防活動のための健康診査・がん検診を実施し、町民の健康増進を
促進する。

令和６年度は、各種検診とその健診結果に対する特定保健指導、
特別保健指導、重症化予防、介護予防の一体的実施事業に取り組
む。

全体事業費 113,062

事業費 56,531

予防費

22

3 健やかで
人にやさし
いまちづく
り

3-1 保
健体制
の充実
と医療
の確保

4789
健診等事
業

計画期間

重点
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

―

財
源
内
訳

予
算
科
目

会計 一般会計

衛生費

保健衛生費

126
・精神保健健康教育時謝礼：126千円 60

健
康
ふ
く
し
課

継
続

町民のこころの健康保持増進のため、相談体制の充実を図る。
　
令和６年度は、こころの健康づくりとして、精神科医師・臨床心
理士による相談会を実施する。

全体事業費 252

事業費 126

保健衛生総務費

21

3 健やかで
人にやさし
いまちづく
り

3-1 保
健体制
の充実
と医療
の確保

17173
精神保健
事業
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令和６年度 令和７年度年度
⑨主な支出内訳

⑩
予算
書頁

⑪
課
名

⑤
新
継
区
分

⑥事業内容
⑦全体事業費及び計画期間

重点プロジェクト、予算科目

⑧年度別事業費・財源内訳
（単位：千円）

№ ①政策名 ②施策名

③
事務
事業
番号

④事務
事業名

Ｒ６ ～ Ｒ７

国庫支出金 2,306 2,306

県支出金 903 903

款 03 地方債

項 03 その他

目 04 一般財源 1,482 1,482

Ｒ６ ～ Ｒ７

国庫支出金

県支出金 11,877 11,877

款 03 地方債

項 02 その他 207 207

目 04 一般財源 7,854 7,854

Ｒ６ ～ Ｒ７

国庫支出金

県支出金 32,241 32,241

款 03 地方債

項 02 その他 328 328

目 04 一般財源 46,077 45,747

Ｒ６ ～ Ｒ７

2,268 2,268

国庫支出金 1,134 384

県支出金 203,493 203,493

款 03 地方債

項 02 その他

目 01 一般財源 102,454 100,954

Ｒ６ ～ Ｒ７

4,549 15,312

国庫支出金 2,660 12

県支出金 367 367

款 03 地方債 22,900

項 02 その他 56,701 50,401

目 05 一般財源 260,171 274,923

計画期間

重点
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

人づくり
幼小中連携によ
る人材育成事業

（内重点分）

財
源
内
訳

予
算
科
目

会計 一般会計

民生費

325,703 ・光熱水費：28,574千円
・給食業務委託料：29,653千円
・保育業務委託料：200,606千円
・各種計画策定支援業務委託料：4,549千円
・維持改修工事：24,648千円

58
58
58
59
59

こ
ど
も
教
育
課

継
続

町立こども園における教育、保育の確保及び定員管理、保育教諭
の配置等適正な運営と施設の維持管理を行う。

令和６年度は、「幼小中教育の連携による次代を担う人材育成事
業」として、町立こども園を適切に管理するために必要な点検や
本郷こども園空調機器更新工事等を行い、教育・保育の充実を図
るとともに、老朽化が進む本郷こども園の整備を進めるため、整
備に係る基本構想を策定する。

全体事業費 668,502
事業費 342,799

児童福祉費

認定こども園費

30

3 健やかで
人にやさし
いまちづく
り

3-3 子
育て支
援の充
実

15554

こども園
管理運営
事業

計画期間

重点
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

人づくり
幼小中連携によ
る人材育成事業

（内重点分）

財
源
内
訳

予
算
科
目

会計 一般会計

民生費

304,831 ・民間認定こども園補助金：45,462千円
・保育士等宿舎借上げ支援事業補助金：768千円
・子育てのための施設等利用給付費：851千円
・子どものための教育・保育給付費：260,000千円

55
55
56
56

こ
ど
も
教
育
課

継
続

私立保育施設等や、町内の児童が入所している町内外の認可外保
育施設等に対し、国が定める公定価格を支払い、教育・保育の充
実を図ることや、町内の私立認定こども園に対し、町立こども園
に通う保護者と負担格差が生じないよう、運営費の一部に対し補
助金を交付する。

令和６年度は、「幼小中教育の連携による次代を担う人材育成事
業」として、保育士等を確保するため、引き続き、民間こども園
に対し、保育士等宿舎の借り上げに要する費用の一部を補助する
とともに、新たな対策として、人材紹介業者により保育士確保と
なった場合の紹介手数料分の補助金を交付する。

全体事業費 611,912
事業費 307,081

児童福祉費

児童福祉総務費

29

3 健やかで
人にやさし
いまちづく
り

3-3 子
育て支
援の充
実

14032

子どもの
ための教
育・保育
給付事業

計画期間

重点
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

―

財
源
内
訳

予
算
科
目

会計 一般会計

民生費

児童福祉費

78,316
・児童クラブ運営委託料：54,313千円
・児童クラブ館管理委託料：9,788千円
・児童館管理委託料：12,426千円

57
57
57 健

康
ふ
く
し
課

継
続

就労等により昼間保護者がいない家庭の小学校児童を対象に、授
業の終了後及び学校休業日に、遊びや生活の場を提供し放課後児
童健全育成事業を行うとともに、児童クラブ施設の維持管理を行
う。

令和６年度は、施設の維持管理と放課後児童支援員キャリアアッ
プ処遇改善事業を実施し、児童クラブの運営と放課後児童健全育
成事業の充実を図る。

全体事業費 156,962

事業費 78,646

児童福祉施設費

28

3 健やかで
人にやさし
いまちづく
り

3-3 子
育て支
援の充
実

16739

児童クラ
ブ管理運
営事業

計画期間

重点
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

―

財
源
内
訳

予
算
科
目

会計 一般会計

民生費

児童福祉費

19,938
・子育て支援センター運営業務委託料：17,397千円 57

健
康
ふ
く
し
課

継
続

いつでも誰でも集える親と子どもの居場所づくり、子育て相談や
子育て講座、未就学児童の一時保育、ファミリーサポート事業、
ホームスタート事業等を実施し、子育て家庭を支援するととも
に、支援担当職員向けの研修会や交流会の企画立案、他機関との
連携による支援活動など、子育て支援センターとして幅広く事業
を展開する。

令和６年度は、関係機関と連携した育児相談や子育て支援事業を
実施し、安心して子育てができる環境を整える。

全体事業費 39,876

事業費 19,938

児童福祉施設費

27

3 健やかで
人にやさし
いまちづく
り

3-3 子
育て支
援の充
実

4518

子育て支
援セン
ター管理
運営事業

計画期間

重点
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

―

財
源
内
訳

予
算
科
目

会計 介護保険特別会計

地域支援事業費

包括的支援事業・任意事業費

4,691
・生活支援コーディネーター業務委託料：4,554千円

特
別
会
計

健
康
ふ
く
し
課

継
続

高齢者を地域で支える取り組みを支援する「生活支援コーディ
ネーター」を配置し、高齢者が楽しみや生きがいを感じ、安心し
て生活できる環境整備として、集いの場の設置を促進する。ま
た、集いの場どうしがお互いに交流・情報交換ができる環境整備
に努め、地域の活性化を図る。

令和６年度は、第９期介護保険事業計画に基づき、地域の住民組
織や関係団体と連携し、集いの場の活動の推進を図る。

全体事業費 9,382

事業費 4,691

生活支援体制整備事業費

26

3 健やかで
人にやさし
いまちづく
り

3-2 高
齢者福
祉の充
実

14644

生活支援
体制整備
事業
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令和６年度 令和７年度年度
⑨主な支出内訳

⑩
予算
書頁

⑪
課
名

⑤
新
継
区
分

⑥事業内容
⑦全体事業費及び計画期間

重点プロジェクト、予算科目

⑧年度別事業費・財源内訳
（単位：千円）

№ ①政策名 ②施策名

③
事務
事業
番号

④事務
事業名

Ｒ６ ～ Ｒ７

国庫支出金 212,116 212,116

県支出金 106,058 106,058

款 03 地方債

項 01 その他

目 02 一般財源 108,241 108,241

Ｒ６ ～ Ｒ７

国庫支出金 3,401 3,401

県支出金 1,700 1,700

款 03 地方債

項 01 その他

目 02 一般財源 15,305 15,305

Ｒ６ ～ Ｒ７

国庫支出金

県支出金

款 02 地方債

項 01 その他

目 07 一般財源 304 304

Ｒ６ ～ Ｒ７

国庫支出金

県支出金 39 39

款 02 地方債

項 01 その他

目 10 一般財源 43 43

Ｒ６ ～ Ｒ７

国庫支出金

県支出金

款 03 地方債

項 01 その他

目 01 一般財源 22,070 22,476

計画期間

重点
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

―

財
源
内
訳

予
算
科
目

会計 一般会計

民生費

社会福祉費

22,476
・社会福祉協議会補助金：18,387千円
・民生児童委員協議会活動費補助金：3,279千円

50
50

健
康
ふ
く
し
課

継
続

地域福祉推進の中心的役割を担う社会福祉協議会、民生児童委員
協議会等に対し補助金を交付することにより、組織強化を支援す
るとともに、地域、関係機関、関係団体との連携体制の構築・強
化を支援する。

令和６年度は、社会福祉協議会、民生児童委員協議会、遺族会、
更生保護女性会、社会を明るくする運動実施委員会に対し補助金
を交付し、地域福祉の推進に寄与する。

全体事業費 44,546

事業費 22,070

社会福祉総務費

35

3 健やかで
人にやさし
いまちづく
り

3-5 支
えあい
尊重さ
れる社
会の実
現

5738

地域福祉
団体支援
事業

計画期間

重点
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

―

財
源
内
訳

予
算
科
目

会計 一般会計

総務費

総務管理費

82
・若松人権擁護委員協議会負担金：42千円 41

町
民
税
務
課

継
続

法務大臣より委嘱をうけた人権擁護委員が行う人権啓発活動へ支
援を行う。

令和６年度は、「人権相談」「人権教室」「人権の花活動」「街
頭人権啓発」などの活動を行い、さらなる人権意識の向上を図
る。

全体事業費 164

事業費 82

諸費

34

3 健やかで
人にやさし
いまちづく
り

3-5 支
えあい
尊重さ
れる社
会の実
現

17342
人権普及
啓発事業

計画期間

重点
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

―

財
源
内
訳

予
算
科
目

会計 一般会計

総務費

総務管理費

304
・男女共同参画推進審議会委員報酬：56千円
・講演会講師謝礼：31千円

35
35

政
策
財
政
課

継
続

第４次男女共同参画推進まちづくり行動計画に基づき、男女が対
等なパートナーとして、人権が尊重され、個性と能力が十分発揮
できる社会の実現に向け、啓発活動に取り組む。町の政策や取組
に男女共同参画の視点が反映されるよう、男女共同参画の推進に
努める。

令和６年度は、町内事業所を対象に男女共同参画への取組に関す
るアンケート調査を実施する。さらには、小・中学生を対象に
「男女共同参画川柳コンクール」を実施し、男女平等・人権尊重
教育の推進を図る。また、男女共同参画について理解と知識を深
めてもらうため、町民や町内事業者に向けた講演会を開催する。

全体事業費 608

事業費 304

企画費

33

3 健やかで
人にやさし
いまちづく
り

3-5 支
えあい
尊重さ
れる社
会の実
現

4888

男女共同
参画推進
事業

計画期間

重点
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

―

財
源
内
訳

予
算
科
目

会計 一般会計

民生費

社会福祉費

20,406
・相談支援事業委託料：5,512千円
・基幹相談支援センター業務委託料：3,299千円

51
51

健
康
ふ
く
し
課

継
続

障がい者が日常生活や社会生活を営むことができるよう、外出や
入浴、日中の見守り、悩みの相談など、地域の特性や利用者の状
況に応じた柔軟な形態での事業を実施し、障がい者の自立を支援
する。

令和6年度は、昨年度下半期から開所した基幹相談支援センター
を通年で委託し、相談支援事業と合わせ相談支援体制の充実を図
る。

全体事業費 40,812

事業費 20,406

障がい福祉費

32

3 健やかで
人にやさし
いまちづく
り

3-4 障
がい者
福祉の
充実

4127
地域生活
支援事業

計画期間

重点
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

―

財
源
内
訳

予
算
科
目

会計 一般会計

民生費

社会福祉費

426,415
・市町村審査会判定事務委託料：396千円
・障がい者支援区分認定調査委託料：300千円
・自立支援給付費：419,234千円
・障がい児・者補装具費：5,000千円

51
51
51
52

健
康
ふ
く
し
課

継
続

障がい者が自立した生活をするために必要な障がい福祉サービス
を提供する。また、身体の一部の欠損部分又は機能を補う補装具
の購入及び修理に係る費用を支給することで、身体障がい者の日
常生活の自立を図る。

令和6年度は、障がい福祉サービスに係る認定調査、サービスの
区分認定、サービスの支給決定を行う。

全体事業費 852,830

事業費 426,415

障がい福祉費

31

3 健やかで
人にやさし
いまちづく
り

3-4 障
がい者
福祉の
充実

4125
自立支援
給付事業
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令和６年度 令和７年度年度
⑨主な支出内訳

⑩
予算
書頁

⑪
課
名

⑤
新
継
区
分

⑥事業内容
⑦全体事業費及び計画期間

重点プロジェクト、予算科目

⑧年度別事業費・財源内訳
（単位：千円）

№ ①政策名 ②施策名

③
事務
事業
番号

④事務
事業名

Ｒ６ ～ Ｒ７

国庫支出金

県支出金 204 204

款 05 地方債

項 01 その他

目 01 一般財源 5,065 5,065

Ｒ６ ～ Ｒ７

45,500 45,500

国庫支出金

県支出金 5,166 5,166

款 05 地方債

項 01 その他 27,400 26,400

目 03 一般財源 12,934 13,934

Ｒ６ ～ Ｒ７

15,815 15,815

国庫支出金

県支出金 4,387 4,387

款 05 地方債

項 01 その他 50 50

目 03 一般財源 11,378 11,378

Ｒ６ ～ Ｒ７

国庫支出金

県支出金

款 05 地方債

項 01 その他

目 03 一般財源 1,787 1,787

Ｒ６ ～ Ｒ７

国庫支出金

県支出金 4,189 4,189

款 05 地方債

項 01 その他

目 03 一般財源 8,167 8,167

計画期間

重点
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

―

財
源
内
訳

予
算
科
目

会計 一般会計

農林水産業費

農業費

12,356
・鳥獣被害対策実施隊員報酬：340千円
・費用弁償：3,500千円
・狩猟者支援事業補助金：594千円
・野生鳥獣被害対策地域づくり事業補助金：4,000千円
・有害鳥獣防除事業補助金：1,648千円

67
68
68
69
69

産
業
振
興
課

継
続

有害鳥獣による農作物等の被害を防止するため、防止柵(電気柵)
の設置支援や有害鳥獣の捕獲に取り組む。また、住民が被害対策
に主体的に取り組めるように普及啓発を行う。

令和６年度は、鳥獣対策の専門家の意見を聞きながら、住民主体
の総合的な鳥獣被害防止対策に取り組む自治区に対して支援を行
うとともに、鳥獣対策専門員が積極的に地域に出向き集落ぐるみ
の鳥獣被害対策への取組みを支援する。また、罠見回り負担軽減
システムを活用した有害鳥獣の捕獲に取り組む。

全体事業費 24,712

事業費 12,356

農業振興費

40
4 元気と賑
わいのある
産業づくり

4-1 農
業の振
興

5018
有害鳥獣
防除事業

計画期間

重点
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

―

財
源
内
訳

予
算
科
目

会計 一般会計

農林水産業費

農業費

1,787
・市町村合同トップセールス負担金：200千円
・農産物販路拡大促進事業補助金：1,350千円

68
69

産
業
振
興
課

継
続

農産物の付加価値向上を図るため農産物加工に取り組む農業者等
の機器購入支援や販売力の強化を図る。

令和6年度は、農産物加工から販売までの取組を支援し、さらに
マルシェの開催等、農業者等の販路拡大を支援する。

全体事業費 3,574

事業費 1,787

農業振興費

39
4 元気と賑
わいのある
産業づくり

4-1 農
業の振
興

14602

六次産業
化支援事
業

計画期間

重点
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

元気・里づくり
産業活性化
支援事業

（内重点分）

財
源
内
訳

予
算
科
目

会計 一般会計

農林水産業費

15,815 ・新規就農者農業研修支援事業補助金：1,118千円
・新規就農者育成奨励金事業補助金：9,720千円
・農業次世代人材投資事業補助金：2,625千円
・農業担い手支援事業補助金：500千円
・新規就農者育成総合対策事業（経営開始資金）補助
金：1,500千円

68
69
69
69
69

産
業
振
興
課

継
続

高齢化や後継者不足により農業従事者の減少が新規就農者の増加
以上に進んでいるため、新規就農者の経営確立や営農継続のため
の経費に対し補助金を交付し農業担い手の確保に努める。また、
地域の農業の将来を明確化する地域計画の策定を進め農地の集積
集約及び多様な担い手の確保に努める。

令和6年度は、「産業活性化支援事業」として、新規就農前の研
修期間についても支援を行い将来の農業担い手の確保に努める。
また、集落単位で農地や担い手などの地域農業の課題について話
し合いを行い、関係機関と連携し地域計画の策定を進めていく。

全体事業費 31,630
事業費 15,815

農業費

農業振興費

38
4 元気と賑
わいのある
産業づくり

4-1 農
業の振
興

4189

新規就農
者・担い
手育成事
業

計画期間

重点
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

元気・里づくり
産業活性化
支援事業

（内重点分）

財
源
内
訳

予
算
科
目

会計 一般会計

農林水産業費

45,500 ・がんばる農業応援事業補助金：26,410千円
・農業生産力強化支援事業補助金：13,910千円
・経営所得安定対策等推進事業補助金：2,263千円
・福島県オリジナル米産地力強化支援事業補助金：
2,908千円

68
69
69
69

産
業
振
興
課

継
続

認定農業者などが生産省力化のために購入する機械や、園芸作物
の生産面積を拡大するための機械や資材などの購入費用について
支援を行い、農業生産力の向上を図る。
また、主食用米が過剰作付けとなっていることから非主食用米へ
の作付転換を推進するため、非主食用米の作付け面積に応じて補
助金を交付する。

令和6年度は、「産業活性化支援事業」として、園芸施設資材や
種苗の購入に対して支援し、生産省力化や規模拡大に取り組む農
業者を引き続き支援する。

全体事業費 91,000
事業費 45,500

農業費

農業振興費

37
4 元気と賑
わいのある
産業づくり

4-1 農
業の振
興

5779

農業生産
力強化支
援事業

計画期間

重点
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

―

財
源
内
訳

予
算
科
目

会計 一般会計

農林水産業費

農業費

5,269
・耕作放棄地調査謝礼：240千円
・コンピュータ機器賃借料：660千円
・遊休農地再生事業補助金：4,196千円

65
66
66 農

業
委
員
会

継
続

利用状況調査（農地パトロール）に併せて、タブレット端末を活
用した農地の全体調査を実施し、遊休農地の確認を行う。
この調査を基に、所有者・管理者への利用意向調査を実施し、担
い手への集積につなげる。

令和6年度は、引き続き遊休農地再生事業を行う農業者等に対し
補助金を交付し、遊休農地の解消及び有効利用を図る。

全体事業費 10,538

事業費 5,269

農業委員会費

36
4 元気と賑
わいのある
産業づくり

4-1 農
業の振
興

4181

耕作放棄
地対策事
業
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令和６年度 令和７年度年度
⑨主な支出内訳

⑩
予算
書頁

⑪
課
名

⑤
新
継
区
分

⑥事業内容
⑦全体事業費及び計画期間

重点プロジェクト、予算科目

⑧年度別事業費・財源内訳
（単位：千円）

№ ①政策名 ②施策名

③
事務
事業
番号

④事務
事業名

Ｒ６ ～ Ｒ７

3,015 3,015

国庫支出金

県支出金

款 05 地方債

項 02 その他 3,015 3,015

目 01 一般財源

Ｒ６ ～ Ｒ７

国庫支出金

県支出金

款 05 地方債

項 02 その他

目 02 一般財源 500 500

Ｒ６ ～ Ｒ７

36,666 22,181

国庫支出金

県支出金 14,709

款 05 地方債

項 02 その他 21,957 22,181

目 02 一般財源

Ｒ６ ～ Ｒ７

国庫支出金

県支出金 750 7,500

款 05 地方債

項 02 その他 3,000 3,000

目 03 一般財源 21,525 28,125

Ｒ６ ～ Ｒ７

国庫支出金

県支出金

款 06 地方債

項 01 その他 3,998 3,998

目 02 一般財源 57,190 57,190

計画期間

重点
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

―

財
源
内
訳

予
算
科
目

会計 一般会計

商工費

商工費

61,188
・日帰り温泉利用者送迎委託料：1,174千円
・イベント事業費補助金：1,860千円
・観光対策事業補助金：43,087千円
・日帰り温泉利用料助成事業補助金：14,545千円

79
80
80
80

産
業
振
興
課

継
続

後期観光振興計画に基づき、観光協会等と連携し、観光客の受け
入れ態勢の充実を図る。

令和６年度は、観光協会が主体となって実施するイベントのさら
なる改善を図る。また、町民を対象とした日帰り温泉施設の利用
料金の助成や、移動制約者の送迎支援の実施により、観光の振興
と町民の健康増進に寄与する。

全体事業費 122,376

事業費 61,188

観光費

45
4 元気と賑
わいのある
産業づくり

4-3 観
光の振
興

4358
観光対策
事業

計画期間

重点
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

―

財
源
内
訳

予
算
科
目

会計 一般会計

農林水産業費

林業費

38,625
・修繕料：2,477千円
・林道・作業道管理委託料：8,145千円
・重機等借上料：1,100千円

75
75
76 産

業
振
興
課

継
続

林業が魅力ある産業として成長するためには、森林資源の有効活
用が必要である。そのためには森林資源の搬出コスト低減が必要
であることから、林道の整備・維持管理を適正に行うことにより
作業条件を向上させ、林業従事者の所得向上につなげる。

令和６年度は、引き続き林道整備を進めるとともに、適正な林道
維持管理を行い森林資源の有効活用を推進する。

全体事業費 63,900

事業費 25,275

林道整備費

44
4 元気と賑
わいのある
産業づくり

4-2 林
業の振
興

17443

林道整備
維持管理
事業

計画期間

重点
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

元気・里づくり
豊かな森林
づくり事業

（内重点分）

財
源
内
訳

予
算
科
目

会計 一般会計

農林水産業費

22,181 ・図面作成業務委託料：14,586千円
・森林経営管理業務委託料：5,748千円
・森林整備促進事業補助金：1,270千円
・林業・木材産業循環成長対策補助金：14,709千円

74
74
75
75

産
業
振
興
課

継
続

森林の公益的機能の維持増進を図るため森林経営管理法に基づく
森林経営に関する意向調査や経営管理権集積計画を策定し森林整
備を推進する。また、森林経営の効率化を図るため森林境界に係
る参考図の作成や森林整備を促進するための取組みを支援する。

令和６年度は、「豊かな森林づくり事業」として、森林経営意向
調査実施箇所の経営管理権集積計画策定を進めるとともに、森林
計画図や森林航空レーザ測量成果品等を活用し森林境界に係る参
考図の作成により、森林整備の推進を図る。また、林業経営体育
成対策として高性能林業機械の導入を支援する。

全体事業費 58,847
事業費 36,666

林業費

林業振興費

43
4 元気と賑
わいのある
産業づくり

4-2 林
業の振
興

15556

森林環境
整備促進
事業

計画期間

重点
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

―

財
源
内
訳

予
算
科
目

会計 一般会計

農林水産業費

林業費

500
・特用林産物振興支援事業補助金：500千円 75

産
業
振
興
課

継
続

林業振興を図るため、特用林産物栽培に対する新規又は規模拡大
にかかる機械設備や資材等の導入を支援する。

令和6年度は、栽培資材や菌床など導入経費の一部を補助し、特
用林産物生産量の増加を図る。また、特用林産物栽培に関する情
報を広報紙及びホームページ等で周知するとともに、関係機関と
連携し特用林産物生産者の増加を図る。

全体事業費 1,000

事業費 500

林業振興費

42
4 元気と賑
わいのある
産業づくり

4-2 林
業の振
興

15334

特用林産
物振興支
援事業

計画期間

重点
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

元気・里づくり
豊かな森林
づくり事業

（内重点分）

財
源
内
訳

予
算
科
目

会計 一般会計

農林水産業費

3,015 ・森林資源活用推進事業補助金：3,000千円 74

産
業
振
興
課

継
続

町面積の70%以上を占める森林の荒廃が進み多面的機能の喪失が
懸念される中、森林整備の推進により長期的な森林資源の利活用
を促進するため、森林資源活用ビジョンに基づき、持続可能かつ
経済性を確保した民間事業者主体による森林資源活用の取組に対
する支援等を行い、林業の振興を目指す。

令和６年度は、「豊かな森林づくり事業」として、森林資源活用
ビジョンに基づき、持続可能かつ経済性を確保した民間事業者主
体による森林資源活用の取組に対する支援等を行う。

全体事業費 6,030
事業費 3,015

林業費

林業総務費

41
4 元気と賑
わいのある
産業づくり

4-2 林
業の振
興

14693

森林資源
活用推進
事業
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令和６年度 令和７年度年度
⑨主な支出内訳

⑩
予算
書頁

⑪
課
名

⑤
新
継
区
分

⑥事業内容
⑦全体事業費及び計画期間

重点プロジェクト、予算科目

⑧年度別事業費・財源内訳
（単位：千円）

№ ①政策名 ②施策名

③
事務
事業
番号

④事務
事業名

Ｒ６ ～ Ｒ７

国庫支出金 2,500 2,500

県支出金

款 06 地方債

項 01 その他

目 02 一般財源 8,285 8,285

Ｒ６ ～ Ｒ７

国庫支出金

県支出金

款 06 地方債

項 01 その他

目 02 一般財源 2,190 2,190

Ｒ６ ～ Ｒ７

7,708 1,000

国庫支出金 7,150 7,150

県支出金 237 237

款 06 地方債

項 01 その他

目 01 一般財源 15,654 15,654

Ｒ６ ～ Ｒ７

国庫支出金

県支出金

款 06 地方債

項 01 その他

目 01 一般財源 7,233 8,733

Ｒ６ ～ Ｒ７

国庫支出金

県支出金

款 06 地方債 11,800

項 01 その他

目 03 一般財源 11,467 12,000

計画期間

重点
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

―

財
源
内
訳

予
算
科
目

会計 一般会計

商工費

商工費

12,000
・工場操業奨励金：10,000千円
・除雪委託料：2,360千円
・中小企業等六次産業化支援補助金：2,500千円
・空き工場処分等支援補助金：3,000千円

81
81
81
81

産
業
振
興
課

継
続

地元企業の事業継続を支援するとともに、企業間のビジネスマッ
チングや、学生に対して地元企業を紹介するための情報発信の充
実を図る。

令和６年度は、地元企業の就職情報をSNSを活用して発信すると
ともに、地元高校生に対する就職説明会を開催し、若者の定着を
目指す。また、空き工場等処分等補助金や中小企業等六次産業化
支援補助金等の活用を促進し、企業の活性化と事業継続のための
支援を行う。

全体事業費 35,267

事業費 23,267

企業誘致促進費

50
4 元気と賑
わいのある
産業づくり

4-4 商
工業の
振興

4370

企業誘致
促進支援
事業

計画期間

重点
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

―

財
源
内
訳

予
算
科
目

会計 一般会計

商工費

商工費

8,733
・中小企業融資制度資金利子補給補助金：4,558千円
・創業等支援事業補助金：1,500千円

78
78

産
業
振
興
課

継
続

中小企業者の設備の近代化、経営の合理化等を促進するため、金
融機関等との連携により事業者に対する金融支援を行うととも
に、融資に係る利子等に対する助成を行う。また、創業支援事業
計画に基づき、各創業支援機関との連携体制を整え、創業関連情
報の一元化及び周知を図る。

令和６年度は、引き続き創業等支援事業補助金と中小企業融資制
度資金を中心に、商工会、金融機関と連携しながら、新規創業等
の促進に向けて取り組む。

全体事業費 15,966

事業費 7,233

商工振興費

49
4 元気と賑
わいのある
産業づくり

4-4 商
工業の
振興

14954

創業事業
継続支援
事業

計画期間

重点
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

元気・里づくり
産業活性化
支援事業

（内重点分）

財
源
内
訳

予
算
科
目

会計 一般会計

商工費

23,041 ・各種計画策定支援業務委託料：7,150千円
・商工業活性化対策等振興事業補助金：13,400千円

78
78

産
業
振
興
課

継
続

中小企業者の振興を図ることを目的として活動する商工会の運営
と、商店街活性化推進等に対して支援を行う。また、小規模事業
者の販路拡大などの経営発達に資する取組に対する支援を実施す
る。

令和６年度は、「産業活性化支援事業」として、商工会への補助
を継続し商工業の振興を図るとともに、高田地域の中心市街地活
性化を図るため、学識経験者、事業者及び住民等の参画を得て、
高田地域まちなか賑わい創出ビジョンの実施計画を策定する。

全体事業費 46,082
事業費 23,041

商工費

商工振興費

48
4 元気と賑
わいのある
産業づくり

4-4 商
工業の
振興

4204
商工活性
化事業

計画期間

重点
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

―

財
源
内
訳

予
算
科
目

会計 一般会計

商工費

商工費

2,190
・観光物産プロモーション業務委託料：500千円
・観光まちづくり推進事業補助金：1,500千円

79
80

産
業
振
興
課

継
続

後期観光振興計画に基づき、観光を通した地域づくりを進めると
ともに、新たな観光資源を開発するために、意欲のある人材や団
体の育成を図る。

令和６年度は、観光物産プロモーション業務を実施し、物産面の
取り組みを強化するとともに、福島県地域創生総合支援事業（サ
ポート事業）を活用し、基本計画及び後期アクションプランに基
づく事業を実施する団体等を支援し、地域のプレーヤーを育成し
ていく。

全体事業費 4,380

事業費 2,190

観光費

47
4 元気と賑
わいのある
産業づくり

4-3 観
光の振
興

14393

観光まち
づくり推
進事業

計画期間

重点
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

―

財
源
内
訳

予
算
科
目

会計 一般会計

商工費

商工費

10,785
・観光誘客事業委託料：4,986千円
・極上の会津プロジェクト協議会負担金：1,463千円

79
80

産
業
振
興
課

継
続

後期観光振興計画に基づき、福島県や近隣市町村等と連携して町
の特産品や観光資源を活用し誘客促進を図る。

令和６年度は、広域連携の取り組みである日本遺産サミットに参
画するとともに、向羽黒山城跡や新鶴温泉、只見線を活用した事
業を展開し、継続的な誘客に繋げる。

全体事業費 21,570

事業費 10,785

観光費

46
4 元気と賑
わいのある
産業づくり

4-3 観
光の振
興

4351
観光誘客
事業
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令和６年度 令和７年度年度
⑨主な支出内訳

⑩
予算
書頁

⑪
課
名

⑤
新
継
区
分

⑥事業内容
⑦全体事業費及び計画期間

重点プロジェクト、予算科目

⑧年度別事業費・財源内訳
（単位：千円）

№ ①政策名 ②施策名

③
事務
事業
番号

④事務
事業名

Ｒ６ ～ Ｒ７

国庫支出金

県支出金

款 09 地方債

項 01 その他 1,000 1,000

目 02 一般財源 16,681 16,681

Ｒ６ ～ Ｒ７

国庫支出金 415 415

県支出金 60 60

款 09 地方債

項 01 その他 555 555

目 02 一般財源 10,021 10,021

Ｒ６ ～ Ｒ７

国庫支出金

県支出金 1,444 1,444

款 09 地方債 7,200 7,200

項 02 その他 5,500 5,500

目 01 一般財源 51,198 51,198

Ｒ６ ～ Ｒ７

国庫支出金

県支出金

款 09 地方債

項 02 その他

目 02 一般財源 4,407 4,407

Ｒ６ ～ Ｒ７

国庫支出金

県支出金

款 09 地方債

項 02 その他

目 02 一般財源 13,598 13,598

計画期間

重点
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

―

財
源
内
訳

予
算
科
目

会計 一般会計

教育費

小学校費

13,598
・ICT支援業務委託料：1,921千円
・コンピュータ機器賃借料：6,248千円
・ソフトウェア賃借料：1,164千円

100
100
100 こ

ど
も
教
育
課

継
続

小学校授業のICT化により、デジタル情報時代を生きる人材を育
成するとともに、AIドリルの活用によって、学力の向上を図る。

令和６年度は、引き続きICT支援員を配置して授業のバックアッ
プ体制を構築するとともに、教員自身のICTリテラシーを強化す
るため研修機会を設ける。また、全児童に配布しているタブレッ
ト端末の持ち帰りを推進し、家庭学習においてもICTを活用する
機会を増やすとともに、登校できない場合における遠隔学習が可
能な体制の強化を図る。

全体事業費 27,196

事業費 13,598

教育振興費

55
5 学びあい
未来を拓く
人づくり

5-1 子
ども教
育の充
実

16507

小学校Ｉ
ＣＴ教育
環境整備
事業

計画期間

重点
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

―

財
源
内
訳

予
算
科
目

会計 一般会計

教育費

小学校費

4,407
・消耗品費：3,958千円
・スポーツテスト委託料：148千円

100
100

こ
ど
も
教
育
課

継
続

小学校教員用教科書、指導書、教材、指導資料を整備するととも
に、デジタル教科書及び学校図書館の図書を整備する。
各小学校において、新体力テストの結果を集計、分析し今後の体
力、運動能力の向上を目指す。

令和６年度は、教科書改訂による更新や、各小学校において教材
購入や学力テスト、体力テストを実施し、学習効果を高める。ま
た、図書購入により学校図書の充実を図る。

全体事業費 8,814

事業費 4,407

教育振興費

54
5 学びあい
未来を拓く
人づくり

5-1 子
ども教
育の充
実

4967

小学校教
育振興事
業

計画期間

重点
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

―

財
源
内
訳

予
算
科
目

会計 一般会計

教育費

小学校費

65,342
・消耗品費：6,461千円
・修繕料：2,885千円
・維持改修工事：9,594千円

98
98

100 こ
ど
も
教
育
課

継
続

児童の安全な学習の場として、小学校施設の維持管理及び設備の
修繕改修を行い教育環境の充実、改善を図る。

令和６年度は、学校設備の保守委託、施設管理にかかる修繕・工
事を実施し、児童が安全・安心な状態で教育を受けられる環境を
整える。

全体事業費 130,684

事業費 65,342

学校管理費

53
5 学びあい
未来を拓く
人づくり

5-1 子
ども教
育の充
実

4945

小学校管
理運営事
業

計画期間

重点
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

―

財
源
内
訳

予
算
科
目

会計 一般会計

教育費

教育総務費

11,051
・学校医嘱託医師等報酬：3,591千円
・健康診断等委託料：1,562千円
・教職員人間ドック負担金：852千円
・日本スポーツ振興センター災害共済負担金：1,132千
円

95
97
97
98

こ
ど
も
教
育
課

継
続

児童生徒の心身の発達と健康状態を把握し、疾病の予防に努める
とともに、教育相談員、子どもと親の相談員、スクールカウンセ
ラー等を配置し、不登校や問題行動の傾向がある児童生徒及び保
護者、教師に対して解決のための支援を行い、子どもたちの健全
な育成を図る。また、スクールソーシャルワーカーを配置し、家
庭環境など児童生徒を取り巻く様々な問題の解決につなげる。

令和６年度は、引き続き、児童生徒の心身の発達と健康状態を把
握し、疾病の予防に努めるとともに、教育相談員やスクールソー
シャルワーカー等を配置し、児童生徒の更なる健全育成を図る。

全体事業費 22,102

事業費 11,051

事務局費

52
5 学びあい
未来を拓く
人づくり

5-1 子
ども教
育の充
実

5381
健康管理
事業

計画期間

重点
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

―

財
源
内
訳

予
算
科
目

会計 一般会計

教育費

教育総務費

17,681
・学校図書館支援員委託料：5,900千円
・リーディングスキルテスト委託料：381千円
・各種大会等出場補助金：6,573千円

97
97
98 こ

ど
も
教
育
課

継
続

指導主事を配置し、児童生徒の学力向上や園・小・中における学
級経営や学力向上に係る視察研修を行うほか、各種研修を通して
教職員の資質の向上、教育体制の充実を図る。

令和６年度は、中学校1年生及び転入する教職員を対象にリー
ディングスキルテストを行い、継続して読解力の向上に繋げる。
また、小学校児童を対象に、定期的かつ継続的に認知機能を強化
するトレーニングプログラムを実施し、教育の充実を図る。さら
に、中学校における各種大会等において優秀な成績を収めている
ことから、大会出場に係る経費の補助金を交付し、保護者等の費
用負担の軽減を図る。

全体事業費 35,362

事業費 17,681

事務局費

51
5 学びあい
未来を拓く
人づくり

5-1 子
ども教
育の充
実

4749
教育研究
事業
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令和６年度 令和７年度年度
⑨主な支出内訳

⑩
予算
書頁

⑪
課
名

⑤
新
継
区
分

⑥事業内容
⑦全体事業費及び計画期間

重点プロジェクト、予算科目

⑧年度別事業費・財源内訳
（単位：千円）

№ ①政策名 ②施策名

③
事務
事業
番号

④事務
事業名

Ｒ６ ～ Ｒ７

国庫支出金

県支出金 539 539

款 09 地方債 9,300 9,300

項 03 その他 6,112 6,112

目 01 一般財源 25,245 25,245

Ｒ６ ～ Ｒ７

401 401

国庫支出金

県支出金

款 09 地方債

項 03 その他 3,963 3,963

目 02 一般財源 23,612 23,612

Ｒ６ ～ Ｒ７

国庫支出金

県支出金

款 09 地方債

項 03 その他

目 02 一般財源 12,525 12,525

Ｒ６ ～ Ｒ７

国庫支出金

県支出金 866 866

款 09 地方債

項 04 その他 3,500 3,500

目 01 一般財源 39,946 39,946

Ｒ６ ～ Ｒ７

国庫支出金

県支出金

款 09 地方債

項 04 その他 2,564 2,564

目 02 一般財源 5,915 5,915

計画期間

重点
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

―

財
源
内
訳

予
算
科
目

会計 一般会計

教育費

義務教育学校費

8,479
・消耗品費：7,055千円
・スポーツテスト委託料：82千円
・教材備品：769千円

106
106
106 こ

ど
も
教
育
課

継
続

義務教育学校教員用教科書、指導書、教材、指導資料を整備する
とともに、デジタル教科書及び学校図書館の図書を整備する。
義務教育学校において、新体力テストの結果を集計、分析し今後
の体力、運動能力の向上を目指す。

令和６年度は、教科書改訂による更新や、義務教育学校において
教材購入や学力テスト、体力テストを実施し、学習効果を高め
る。また、図書購入により学校図書の充実を図る。

全体事業費 16,958

事業費 8,479

教育振興費

60
5 学びあい
未来を拓く
人づくり

5-1 子
ども教
育の充
実

18402

義務教育
学校教育
振興事業

計画期間

重点
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

―

財
源
内
訳

予
算
科
目

会計 一般会計

教育費

義務教育学校費

44,312
・消耗品費：4,709千円
・修繕料：993千円
・維持改修工事：3,038千円

104
104
105 こ

ど
も
教
育
課

継
続

児童・生徒の安全な学習の場として、学校施設の維持管理及び設
備の修繕改修を行い教育環境の充実、改善を図る。

令和６年度は、学校設備の保守委託、施設管理にかかる修繕・工
事を実施し、児童・生徒が安全・安心な状態で教育を受けられる
環境を整える。

全体事業費 88,624

事業費 44,312

学校管理費

59
5 学びあい
未来を拓く
人づくり

5-1 子
ども教
育の充
実

18400

義務教育
学校管理
運営事業

計画期間

重点
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

―

財
源
内
訳

予
算
科
目

会計 一般会計

教育費

中学校費

12,525
・ICT支援業務委託料：1,547千円
・コンピュータ機器賃借料：7,394千円
・ソフトウェア賃借料：717千円

103
103
103 こ

ど
も
教
育
課

継
続

中学校授業のICT化により、デジタル情報時代を生きる人材を育
成するとともに、AIドリルの活用によって、学力の向上を図る。

令和６年度は、引き続きICT支援員を配置して授業のバックアッ
プ体制を構築するとともに、教員自身のICTリテラシーを強化す
るため研修機会を設ける。また、全生徒に配布しているタブレッ
ト端末の持ち帰りを推進し、家庭学習においてもICTを活用する
機会を増やすとともに、登校できない場合における遠隔学習が可
能な体制の強化を図る。また、技術の授業において効率よくプロ
グラミングを学習できるよう、支援ソフトを導入する。

全体事業費 25,050

事業費 12,525

教育振興費

58
5 学びあい
未来を拓く
人づくり

5-1 子
ども教
育の充
実

17528

中学校Ｉ
ＣＴ教育
環境整備
事業

計画期間

重点
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

人づくり
地域と学校づく

り事業

（内重点分）

財
源
内
訳

予
算
科
目

会計 一般会計

教育費

27,575 ・費用弁償：401千円
・消耗品費：9,161千円
・外国語指導助手派遣業務委託料：15,642千円

103
103
103 こ

ど
も
教
育
課

継
続

中学校教員用教科書、指導書、教材、指導資料を整備するととも
に、デジタル教科書及び学校図書館の図書を整備する。また、英
語力の向上と目標に挑戦する主体的な学びの育成を図る。
各中学校において、新体力テストの結果を収集、分析し今後の体
力、運動能力の向上を目指す。

令和６年度は、「地域とともにある学校づくり事業」の一環とし
て、各中学校において教材購入や学力テスト、体力テストを実施
し、学習効果を高める。また、部活指導員を増員し、学校への支
援を強化するとともに、部活動の地域スポーツ団体等への移行を
推進する。

全体事業費 55,150
事業費 27,575

中学校費

教育振興費

57
5 学びあい
未来を拓く
人づくり

5-1 子
ども教
育の充
実

5078

中学校教
育振興事
業

計画期間

重点
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

―

財
源
内
訳

予
算
科
目

会計 一般会計

教育費

中学校費

41,196
・消耗品費：3,209千円
・修繕料：2,422千円
・維持改修工事：10,153千円

101
101
102 こ

ど
も
教
育
課

継
続

生徒の安全な学習の場として、中学校施設の維持管理及び設備の
修繕改修を行い教育環境の充実、改善を図る。

令和６年度は、学校設備の保守委託、施設管理にかかる修繕・工
事を実施し、生徒が安全・安心な状態で教育を受けられる環境を
整える。

全体事業費 82,392

事業費 41,196

学校管理費

56
5 学びあい
未来を拓く
人づくり

5-1 子
ども教
育の充
実

5173

中学校管
理運営事
業
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令和６年度 令和７年度年度
⑨主な支出内訳

⑩
予算
書頁

⑪
課
名

⑤
新
継
区
分

⑥事業内容
⑦全体事業費及び計画期間

重点プロジェクト、予算科目

⑧年度別事業費・財源内訳
（単位：千円）

№ ①政策名 ②施策名

③
事務
事業
番号

④事務
事業名

Ｒ６ ～ Ｒ７

国庫支出金

県支出金

款 09 地方債

項 04 その他

目 02 一般財源 13,232 13,232

Ｒ６ ～ Ｒ７

27,720 42,000

国庫支出金

県支出金

款 09 地方債 25,100

項 04 その他 429

目 03 一般財源 2,191 42,000

Ｒ６ ～ Ｒ７

国庫支出金

県支出金

款 09 地方債

項 05 その他

目 01 一般財源 915 915

Ｒ６ ～ Ｒ７

9,253 9,253

国庫支出金

県支出金 5,643 5,643

款 09 地方債

項 05 その他

目 01 一般財源 3,610 3,610

Ｒ６ ～ Ｒ７

国庫支出金

県支出金

款 09 地方債

項 05 その他 100 100

目 02 一般財源 2,046 2,046

計画期間

重点
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

―

財
源
内
訳

予
算
科
目

会計 一般会計

教育費

社会教育費

2,146
・いきいき体験事業委託料：330千円
・諸車借上料：718千円

109
109

生
涯
学
習
課

継
続

生涯学習の推進を図るため、全町民を対象に対象別（青少年・成
人・高齢者等）課題別などの継続的な講座や講演会などを開催す
る。また、生涯学習指導員の資質向上のため、情報交換や研修の
機会創出を図り、町民ニーズに即した生涯学習事業を実施する。

令和６年度は、美里楽園などの各種学習会や青少年を対象とした
いきいき体験事業などを実施する。

全体事業費 4,292

事業費 2,146

公民館費

65
5 学びあい
未来を拓く
人づくり

5-2 生
涯学習
の充実

4439
公民館活
動事業

計画期間

重点
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

人づくり
地域と学校づく

り事業

（内重点分）

財
源
内
訳

予
算
科
目

会計 一般会計

教育費

9,253 ・地域学校協働本部事業謝礼：8,391千円 108

生
涯
学
習
課

継
続

地域住民や団体等の参画により、子どもたちの学びと成長を地域
全体で支える「学校を核とした地域づくり」を目指し、地域と学
校がパートナーとして連携・協働する仕組みづくりを推進する。

令和６年度は、「地域とともにある学校づくり事業」として、放
課後子ども教室や学習支援の取組を継続するとともに、中学校部
活の地域移行までの移行期を支える部活動支援の強化に取り組
む。

全体事業費 18,506
事業費 9,253

社会教育費

社会教育総務費

64
5 学びあい
未来を拓く
人づくり

5-2 生
涯学習
の充実

17686

地域学校
協働本部
事業

計画期間

重点
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

―

財
源
内
訳

予
算
科
目

会計 一般会計

教育費

社会教育費

915
・記念品：278千円
・生涯学習振興事業補助金：537千円

108
109

生
涯
学
習
課

継
続

家庭教育・青少年教育事業を推進するため、各種講座等の実施、
関連団体への補助金交付を通して生涯学習の振興を図る。

令和６年度は、家庭教育講演会や二十歳を祝う会を開催するとと
もに、生涯学習の振興を図るため、各種社会教育団体に対し補助
金を交付する。

全体事業費 1,830

事業費 915

社会教育総務費

63
5 学びあい
未来を拓く
人づくり

5-2 生
涯学習
の充実

5271
生涯学習
振興事業

計画期間

重点
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

人づくり
幼小中連携によ
る人材育成事業

（内重点分）

財
源
内
訳

予
算
科
目

会計 一般会計

教育費

42,000 ・図書データ移行改修業務委託料：429千円
・施設整備工事：24,096千円
・施設備品：2,095千円

107
107
107 こ

ど
も
教
育
課

新
規

義務教育学校化に伴い、本郷中学校校庭を最大限に活用するため
の整備を行う。また、本郷小・中学校校舎間の移動の安全確保の
ための接続工事や老朽化が著しい美術・技術棟の今後の配置方針
等について決定し、よりよい学習環境を構築するための整備に取
り組む。

令和６年度は、「幼小中教育の連携による次代を担う人材育成事
業」として、本郷中学校側の校庭を最大限広く活用するため老朽
化したプールを解体する。また、両校舎間の連絡手段として内線
電話システムを構築する。

全体事業費 69,720
事業費 27,720

義務教育学校費

施設整備費

62
5 学びあい
未来を拓く
人づくり

5-1 子
ども教
育の充
実

18170

義務教育
学校整備
事業

計画期間

重点
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

―

財
源
内
訳

予
算
科
目

会計 一般会計

教育費

義務教育学校費

13,232
・ICT支援業務委託料：1.415千円
・コンピュータ機器賃借料：8,109千円
・ソフトウェア賃借料：776千円

106
106
106 こ

ど
も
教
育
課

継
続

学校授業のICT化により、デジタル情報時代を生きる人材を育成
するとともに、AIドリルの活用によって、学力の向上を図る。

令和６年度は、引き続きICT支援員を配置して授業のバックアッ
プ体制を構築するとともに、教員自身のICTリテラシーを強化す
るため研修機会を設ける。また、全児童・生徒に配布しているタ
ブレット端末の持ち帰りを推進し、家庭学習においてもICTを活
用する機会を増やすとともに、登校できない場合における遠隔学
習が可能な体制の強化を図る。また、後期課程の技術の授業にお
いて効率よくプログラミングを学習できるよう、支援ソフトを導
入する。

全体事業費 26,464

事業費 13,232

教育振興費

61
5 学びあい
未来を拓く
人づくり

5-1 子
ども教
育の充
実

18499

義務教育
学校ＩＣ
Ｔ教育環
境整備事
業
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令和６年度 令和７年度年度
⑨主な支出内訳

⑩
予算
書頁

⑪
課
名

⑤
新
継
区
分

⑥事業内容
⑦全体事業費及び計画期間

重点プロジェクト、予算科目

⑧年度別事業費・財源内訳
（単位：千円）

№ ①政策名 ②施策名

③
事務
事業
番号

④事務
事業名

Ｒ６ ～ Ｒ７

国庫支出金

県支出金

款 09 地方債

項 05 その他

目 03 一般財源 5,535 5,535

Ｒ６ ～ Ｒ７

国庫支出金

県支出金

款 09 地方債

項 05 その他

目 04 一般財源 10,513 10,513

Ｒ６ ～ Ｒ７

国庫支出金

県支出金

款 09 地方債

項 06 その他

目 01 一般財源 1,303 1,300

Ｒ６ ～ Ｒ７

国庫支出金

県支出金

款 09 地方債

項 06 その他 740 740

目 01 一般財源 6,458 6,458

Ｒ６ ～ Ｒ７

国庫支出金

県支出金

款 09 地方債 452,500 230,800

項 06 その他 2,575 160

目 02 一般財源 56,914 88,520

計画期間

重点
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

―

財
源
内
訳

予
算
科
目

会計 一般会計

教育費

保健体育費

319,480
・施設管理委託料：41,693千円
・設計委託料：4,670千円
・維持改修工事：5,096千円
・施設整備工事：428,422千円

117
117
117
117

生
涯
学
習
課

継
続

生涯スポーツの推進を図るため体育施設の適切な維持管理を行
う。また、高田・新鶴地域の体育施設においては、継続して指定
管理委託を行い、本郷地域の体育施設は適正な維持管理に務め
る。

令和６年度は、 高田体育館大規模改修工事を継続して行うととも
に、ふれあいの森陸上競技場については、利用者や競技者のニー
ズ等を踏まえながら整備へ向けた検討を進め、令和７年度の着手
を目指す。

全体事業費 831,469

事業費 511,989

保健体育施設費

70
5 学びあい
未来を拓く
人づくり

5-3 生
涯ス
ポーツ
の充実

4661

体育施設
管理運営
事業

計画期間

重点
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

―

財
源
内
訳

予
算
科
目

会計 一般会計

教育費

保健体育費

7,198
・各種大会教室指導者謝礼：96千円
・スポーツ振興事業補助金：6,219千円

115
116

生
涯
学
習
課

継
続

町民や各種団体・実行委員会等のスポーツ活動を支援するため、
大会運営や補助金等の交付を行う。

令和６年度は、町民スポーツ大会やスキーなどのスポーツ教室の
実施や、町内のスポーツ団体及び市町村対抗各種スポーツ大会に
参加する団体に補助金を交付する。

全体事業費 14,396

事業費 7,198

保健体育総務費

69
5 学びあい
未来を拓く
人づくり

5-3 生
涯ス
ポーツ
の充実

4631

スポーツ
活動推進
事業

計画期間

重点
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

―

財
源
内
訳

予
算
科
目

会計 一般会計

教育費

保健体育費

1,300
・スポーツ推進委員報酬：543千円
・スポーツ大会等出場選手激励金：400千円

115
115

生
涯
学
習
課

継
続

町民が生涯にわたりスポーツを通して生きがいづくり、健康づく
りを図れるよう、スポーツ政策の審議、スポーツ事業の企画・立
案、実技指導を行う。また、町民のスポーツ普及奨励と競技力向
上を図るため激励金を交付する。

令和６年度は、スポーツ推進審議会やスポーツ推進委員会の開催
を通し、スポーツ政策の審議、スポーツ事業の企画・立案、実技
指導を行うとともに、各種スポーツ大会に参加する町民に対し激
励金を交付する。

全体事業費 2,603

事業費 1,303

保健体育総務費

68
5 学びあい
未来を拓く
人づくり

5-3 生
涯ス
ポーツ
の充実

4637

生涯ス
ポーツ振
興事業

計画期間

重点
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

―

財
源
内
訳

予
算
科
目

会計 一般会計

教育費

社会教育費

10,513
・消耗品費：6,012千円
・図書館情報システム運用業務委託料：3,663千円

112
112

生
涯
学
習
課

継
続

誰もが気軽に利用ができ、親しまれる施設「町民みんなの本棚」
を目指し、「学びの場」、「知の情報拠点」だけではなく、図書
館を通じて人と人とがつながり、集い、交流する場として町民の
豊かな暮らしを支えることができるよう、様々なサービスを提供
し、図書館の円滑な運営を図る。

令和６年度は、蔵書整備のための図書購入や図書館イベント（講
演会、読み聞かせなど）、読書推進事業を実施する。

全体事業費 21,026

事業費 10,513

図書館費

67
5 学びあい
未来を拓く
人づくり

5-2 生
涯学習
の充実

15575

図書館管
理運営事
業

計画期間

重点
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

―

財
源
内
訳

予
算
科
目

会計 一般会計

教育費

社会教育費

5,535
・各種教室講座講師謝礼：239千円
・地域活動推進員報償：1,452千円
・文化祭補助金：1,210千円

110
110
111 生

涯
学
習
課

継
続

生涯学習の推進を図るため、対象別（青少年・成人・高齢者等）
課題別などの継続的な講座や講演会などを開催する。また、地域
間の相互の親睦を図るための事業を展開する。

令和６年度は、各生涯学習センターにおける各種講座、スポーツ
大会等を実施する。

全体事業費 11,070

事業費 5,535

生涯学習センター費

66
5 学びあい
未来を拓く
人づくり

5-2 生
涯学習
の充実

5260

生涯学習
センター
活動事業
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令和６年度 令和７年度年度
⑨主な支出内訳

⑩
予算
書頁

⑪
課
名

⑤
新
継
区
分

⑥事業内容
⑦全体事業費及び計画期間

重点プロジェクト、予算科目

⑧年度別事業費・財源内訳
（単位：千円）

№ ①政策名 ②施策名

③
事務
事業
番号

④事務
事業名

Ｒ６ ～ Ｒ７

国庫支出金

県支出金

款 09 地方債

項 05 その他 1,520 1,520

目 05 一般財源 1,412 1,412

Ｒ６ ～ Ｒ７

国庫支出金

県支出金 1,801

款 09 地方債 4,500 76,300

項 05 その他 5,258 4,250

目 06 一般財源 17,511 20,800

Ｒ６ ～ Ｒ７

国庫支出金 1,926 1,950

県支出金

款 09 地方債

項 05 その他

目 06 一般財源 8,188 9,560

Ｒ６ ～ Ｒ７

国庫支出金

県支出金

款 02 地方債

項 01 その他

目 02 一般財源 2,168 2,168

Ｒ６ ～ Ｒ７

27,478 47,053

国庫支出金

県支出金

款 02 地方債

項 01 その他

目 02 一般財源 27,478 47,053

計画期間

重点
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

元気・里づくり
人流創出事業

（内重点分）

財
源
内
訳

予
算
科
目

会計 一般会計

総務費

47,053
　
・広告料：1,400千円
・地域おこし協力隊サポート業務委託料：862千円
・地域おこし協力隊活動支援業務委託料：5,724千円
・地域おこし協力隊起業支援補助金：4,000千円

30
30
30
31

政
策
財
政
課

継
続

都市地域から町内に移住し、地域課題の解決として、地域ブラン
ドや地場産品の開発・販売・PR等の地域おこしの支援や、農林水
産業への従事、住民の生活支援などの「地域協力活動」を行いな
がら、その地域への定住・定着を図る。隊員の募集、採用、労務
管理、日々のサポートを行う。
　
令和６年度は、「人流創出事業」として、受入計画に基づき、受
け入れ分野の選定や、受け入れ人数、関係者との調整を行い、計
画的な受け入れを図る。また、現役隊員に対する日々のサポート
体制の充実を図り、卒隊後の定住・定着を図る取り組みを行う。

全体事業費 74,531
事業費 27,478

総務管理費

自治振興費

75
6 魅力と個
性のある地
域づくり

6-1 地
域活動
の推進

16996

地域おこ
し協力隊
事業

計画期間

重点
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

―

財
源
内
訳

予
算
科
目

会計 一般会計

総務費

総務管理費

2,168
・講演会講師謝礼：68千円
・まちづくり団体活動支援事業補助金：500千円

29
31

政
策
財
政
課

継
続

集落機能の維持やまちづくり団体等が抱える課題の解決を図るた
め、集落支援員による地域活性化に向けた支援を行う。また、地
域コミュニティの活性化に資する活動に対し、助成金を交付す
る。

令和６年度は、集落支援員による団体等の活動支援、集いの場づ
くり支援などを継続する。集落の課題や取組状況を把握するため
アンケートを実施し、地域活動活性化のための取組を行う。ま
た、各取組を通じて、事業を円滑に運営するための人材及び積極
的に参加する人材の発掘、育成に取り組む。

全体事業費 4,336

事業費 2,168

自治振興費

74
6 魅力と個
性のある地
域づくり

6-1 地
域活動
の推進

17129

まちづく
り活動支
援事業

計画期間

重点
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

―

財
源
内
訳

予
算
科
目

会計 一般会計

教育費

社会教育費

11,510
・各種計画策定委員報償：684千円
・測量委託料：2,420千円
・発掘調査業務委託料：2,970千円
・各種計画策定支援業務委託料：2,827千円

113
114
114
114

生
涯
学
習
課

継
続

町の埋蔵文化財を適切に管理し、保存や公開に努める。また、全
国有数の重要な中世山城跡である向羽黒山城跡については、これ
までの調査や整備の成果などを踏まえ、今後の整備や活用の方向
性を検討し、保存活用の見直しを図る。

令和６年度は、向羽黒山城跡保存活用計画の策定に着手し、今後
の整備・活用の指針を検討するとともに、町道12009号線にか
かる埋蔵文化財の発掘調査を実施する。

全体事業費 21,624

事業費 10,114

文化財保護費

73
5 学びあい
未来を拓く
人づくり

5-4 地
域文化
の振興

16760

遺跡調
査・整備
事業

計画期間

重点
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

―

財
源
内
訳

予
算
科
目

会計 一般会計

教育費

社会教育費

101,350
・光熱水費：10,648千円
・設計委託料：4,551千円
・文化財保存事業補助金：1,174千円
・伝統文化継承活動事業補助金：1,210千円

114
114
115
115

生
涯
学
習
課

継
続

歴史文化基本構想における基本理念の実現のため、郷土資料館を
開設し、民俗資料を中心とした歴史資料を適切に保管するととも
に、資料の収集・保存・調査研究成果等の情報を発信する拠点施
設として機能の充実を図る。

令和６年度は、郷土資料を活用した講演会の開催や郷土資料館サ
ポーターの充実を図る。

全体事業費 130,420

事業費 29,070

文化財保護費

72
5 学びあい
未来を拓く
人づくり

5-4 地
域文化
の振興

16761

文化財保
存・活用
事業

計画期間

重点
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

―

財
源
内
訳

予
算
科
目

会計 一般会計

教育費

社会教育費

2,932
・印刷製本費：495千円
・公共ホール音楽活性化事業業務委託料：1,435千円
・文化団体活動補助金：620千円

113
113
113 生

涯
学
習
課

継
続

本町の伝統・芸術文化の振興を図るため、ジュニア文芸表彰と補
助金交付を通じ各種文化団体の活動支援を行う。

令和６年度は、町民の芸術文化活動の拠点・交流の場である複合
文化施設において、（一財）地域創造の支援を受け、公共ホール
音楽活性化支援事業により、町民が一流の音楽家の演奏に触れる
機会を創出する。

全体事業費 5,864

事業費 2,932

文化振興費

71
5 学びあい
未来を拓く
人づくり

5-4 地
域文化
の振興

5506
地域文化
振興事業
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令和６年度 令和７年度年度
⑨主な支出内訳

⑩
予算
書頁

⑪
課
名

⑤
新
継
区
分

⑥事業内容
⑦全体事業費及び計画期間

重点プロジェクト、予算科目

⑧年度別事業費・財源内訳
（単位：千円）

№ ①政策名 ②施策名

③
事務
事業
番号

④事務
事業名

Ｒ６ ～ Ｒ７

39,896 39,896

国庫支出金

県支出金 3,250 3,250

款 02 地方債

項 01 その他 1,619 1,619

目 07 一般財源 35,027 35,027

Ｒ６ ～ Ｒ７

25,279 25,279

国庫支出金

県支出金 4,700 4,700

款 02 地方債

項 01 その他 16,322 16,322

目 07 一般財源 4,257 4,257

Ｒ６ ～ Ｒ７

国庫支出金

県支出金

款 02 地方債

項 01 その他

目 10 一般財源 2,245 2,245

Ｒ６ ～ Ｒ７

国庫支出金

県支出金

款 02 地方債

項 01 その他

目 04 一般財源 3,717 3,717

Ｒ６ ～ Ｒ７

国庫支出金

県支出金

款 02 地方債

項 01 その他 4,076 4,076

目 06 一般財源 4,452 4,452

計画期間

重点
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

―

財
源
内
訳

予
算
科
目

会計 一般会計

総務費

総務管理費

8,528
・普通財産利活用検討委員会委員報償：148千円
・普通財産管理委託料：1,430千円

33
33

総
務
課

継
続

普通財産を適正に管理し、貸付及び売却処分を行う。
民間活用が可能な遊休財産については、民間売却による維持管理
経費の削減及び自主財源確保の観点に加え、行政課題の解決に資
する取組みを推進する。

令和6年度は、民間活用が可能な遊休財産の条件付一括売却（公
募型）を実施する。

全体事業費 17,056

事業費 8,528

財産管理費

80
7 町民に信
頼される行
政の推進

7-1 健
全な財
政運営
の推進

4491
普通財産
管理事業

計画期間

重点
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

―

財
源
内
訳

予
算
科
目

会計 一般会計

総務費

総務管理費

3,717
・印刷製本費：330千円
・地方公会計財務書類作成支援委託料：3,300千円

32
32

政
策
財
政
課

継
続

人口減少にともなう普通交付税の減額、さらには資材価格等の高
騰による建設事業費の上昇や人件費及び自治体のサービス・施設
管理等の委託料の増加、自治体施設の光熱費の高騰等の影響が見
込まれる中、第３次総合計画後期基本計画における事業の有効
性、コストを効果的に予算へ反映し、可能な限り経常経費を圧縮
させ、長期財政計画に基づいた持続可能な財政運営を実施する。

令和６年度は、行政評価と連動させ「成果の方向性」と「コスト
投入の方向性」に基づく成果重視の予算編成方針を策定し、経常
経費の抑制を図る。

全体事業費 7,434

事業費 3,717

財政管理費

79
7 町民に信
頼される行
政の推進

7-1 健
全な財
政運営
の推進

4483
財政管理
事業

計画期間

重点
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

―

財
源
内
訳

予
算
科
目

会計 一般会計

総務費

総務管理費

2,245
・イベントブース設置委託料：703千円
・交流ツアー企画等業務委託料：784千円

41
41

産
業
振
興
課

継
続

友好・姉妹都市への関心を高めることや、多様な文化・産業など
に触れる機会を創出し、交流人口を増やすことを目的とする。

令和６年度は、友好・姉妹都市である東京都台東区や福島県楢葉
町、栃木県那須町、宮城県美里町のお互いのイベントに参加し、
本町の魅力を発信するとともに、交流ツアーを実施し、地域間相
互交流の促進に取り組む。

全体事業費 4,490

事業費 2,245

諸費

78
6 魅力と個
性のある地
域づくり

6-2 多
様な交
流と連
携の推
進

16944
都市交流
推進事業

計画期間

重点
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

元気・里づくり
子育て総合
支援事業

（内重点分）

財
源
内
訳

予
算
科
目

会計 一般会計

総務費

25,279
　
・結婚コンシェルジュ事業委託料：3,465千円
・子育て支援金：15,420千円

36
35

健
康
ふ
く
し
課

継
続

結婚を希望する独身者への新たな出会いの場を設け、結婚から妊
娠、出産、子育てまでのライフステージにおいて切れ目のない継
続的な支援を実施する。

令和６年度は、「子育て総合支援事業」として、結婚・子育てコ
ンシェルジュを配置し、地域の縁結びサポーター、サポーター企
業の協力を得ながら、出会いの支援などを行う。また、子育て世
帯への家計支援として、小学校入学児、中学校入学生及び卒業生
がいる保護者に対し支援金を交付するとともにニーズの高い屋内
の遊び場・交流の場の創出について、調査・検討を行う。

全体事業費 50,558
事業費 25,279

総務管理費

企画費

77
6 魅力と個
性のある地
域づくり

6-2 多
様な交
流と連
携の推
進

14413
ネウボラ
推進事業

計画期間

重点
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

元気・里づくり
人流創出事業

（内重点分）

財
源
内
訳

予
算
科
目

会計 一般会計

総務費

39,896
　
・移住定住支援業務委託料：8,859千円
・ホームページ連携改修委託料：2,999千円
・若者定住住宅取得支援事業補助金：7,800千円
・住宅取得支援事業補助金：11,000千円

36
36
38
38

政
策
財
政
課

継
続

移住定住支援コーディネーターを配置し、多様な情報発信とオン
ラインによる移住相談等きめ細かな移住支援を行うと共に、東京
圏での移住イベントに参加し、本町の風土や生活、魅力等を発信
する。

令和６年度は、「人流創出事業」として、移住・定住ポータルサ
イト「みさとぐらし」をリニューアルし、デザイン面、機能面を
一新し、分かり易く、見やすい内容とし、空き家情報や移住者イ
ンタビュー、町の魅力を発信し、移住、定住人口の増加を図る。
また、移住定住支援業務の活動拠点を整備し、空き家や、移住に
関する情報収集、発信に努める。

全体事業費 79,792
事業費 39,896

総務管理費

企画費

76
6 魅力と個
性のある地
域づくり

6-2 多
様な交
流と連
携の推
進

14625
移住促進
事業
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令和６年度 令和７年度年度
⑨主な支出内訳

⑩
予算
書頁

⑪
課
名

⑤
新
継
区
分

⑥事業内容
⑦全体事業費及び計画期間

重点プロジェクト、予算科目

⑧年度別事業費・財源内訳
（単位：千円）

№ ①政策名 ②施策名

③
事務
事業
番号

④事務
事業名

Ｒ６ ～ Ｒ７

国庫支出金 2,750 2,750

県支出金 5,217 5,217

款 02 地方債

項 02 その他 1,128 1,128

目 02 一般財源 26,575 26,575

Ｒ６ ～ Ｒ７

国庫支出金

県支出金

款 02 地方債

項 01 その他

目 01 一般財源 3,968 3,968

Ｒ６ ～ Ｒ７

国庫支出金

県支出金

款 02 地方債

項 01 その他

目 07 一般財源 8,759 1,559

Ｒ６ ～ Ｒ７

6,060

国庫支出金 10,501 10,501

県支出金

款 02 地方債

項 01 その他

目 07 一般財源 17,563 11,503

Ｒ６ ～ Ｒ７

国庫支出金 3,876 3,876

県支出金

款 02 地方債

項 01 その他 186,515 186,515

目 09 一般財源 128,732 128,732

計画期間

重点
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

―

財
源
内
訳

予
算
科
目

会計 一般会計

総務費

総務管理費

319,123
・総合行政システム運用業務委託料：51,692千円
・総合行政システム帳票アウトソーシング委託料：
17,600千円
・情報システム構築委託料：189,886千円
・システム機器賃借料：19,379千円

40
40

40
40

政
策
財
政
課

継
続

町基幹系（住基・税など）業務システム及び財務システムの一括
運用管理や各種ソフトウェア及びサーバー、パソコンなどの維持
管理を行う。

令和6年度は、税や住基など業務システムの標準化対応を行う。

全体事業費 638,246

事業費 319,123

電算管理費

85
7 町民に信
頼される行
政の推進

7-2 効
率的な
行政運
営

5127

総合行政
システム
運用事業

計画期間

重点
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

元気・里づくり
体育施設整備拠

点事業

（内重点分）

財
源
内
訳

予
算
科
目

会計 一般会計

総務費

22,004 ・特別旅費：168千円
・各種計画策定支援業務委託料：5,940千円
・特定地域づくり事業推進補助金：21,003千円
・調査研究助成金：500千円

36
36
38
38

政
策
財
政
課

継
続

地方創生及び過疎対策等、地域活性化を推進し、学官連携等によ
る地域課題解決のための調査研究やＳＤＧｓの推進のための啓発
活動を行う。また、特定地域づくり事業協同組合への財政支援を
通して、地域の雇用環境の安定化と地域経済の活性化に繋げる。

令和6年度は、「社会体育施設の再編・整備と周辺施設と連携し
た拠点づくりの推進事業」として、新鶴地域「健康・スポーツ・
観光の拠点」の再構築について、関係機関等とも連携しながら、
今後の整備方針や具体的な振興策に関する基本構想を策定する。

全体事業費 50,068
事業費 28,064

総務管理費

企画費

84
7 町民に信
頼される行
政の推進

7-2 効
率的な
行政運
営

4894
地域振興
事業

計画期間

重点
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

―

財
源
内
訳

予
算
科
目

会計 一般会計

総務費

総務管理費

1,559
・行政評価システム保守委託料：374千円
・総合計画策定支援業務委託料：7,200千円

36
36

政
策
財
政
課

継
続

総合計画等の進捗を管理し着実に進めていくため、行政評価を実
施し、評価結果を次年度以降の施策や予算に反映させ、成果を重
視した効果的・効率的な行政運営を実施する。

令和６年度は、第２期総合戦略の最終年度であるため、次期総合
戦略の策定と令和７年度が終期となっている第３次総合計画（基
本構想及び後期基本計画）の検証・評価を踏まえ、令和８年度を
始期とする第４次総合計画（基本構想及び前期基本計画）の策定
作業に着手する。

全体事業費 10,318

事業費 8,759

企画費

83
7 町民に信
頼される行
政の推進

7-2 効
率的な
行政運
営

5102

総合計画
等進捗管
理事業

計画期間

重点
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

―

財
源
内
訳

予
算
科
目

会計 一般会計

総務費

総務管理費

3,968
・特別旅費：1,448千円
・職員研修委託料：2,268千円
・研修負担金：240千円

27
28
29

総
務
課

継
続

会津美里町人材育成基本方針に掲げる基本理念の実現に向け策定
する職員研修計画に基づき、様々な行政課題に的確に対応できる
職員を育成するため、各種職員研修を実施する。

令和６年度は、職員研修計画の重点項目である「管理職の養成・
育成」「職員の企画力向上」「若手職員の育成」を中心に取組
み、職員の人材育成を推進する。

全体事業費 7,936

事業費 3,968

一般管理費

82
7 町民に信
頼される行
政の推進

7-2 効
率的な
行政運
営

4467
職員研修
事業

計画期間

重点
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

―

財
源
内
訳

予
算
科
目

会計 一般会計

総務費

徴税費

35,670
・ＧＩＳシステム保守業務委託料：3,557千円
・システム使用料：2,006千円
・システム機器賃借料：8,249千円
・地方税共同機構負担金1,056千円
・還付金及び還付加算金：6,568千円

43
43
43
43
44

町
民
税
務
課

継
続

地方税法、町税条例等の規定に基づき、町の財源の基幹となる町
税の適正な賦課・徴収を行う。

令和６年度は、民税係と固定資産税係を統合し、さらなる事務の
効率化を目指す。

全体事業費 71,340

事業費 35,670

賦課徴収費

81
7 町民に信
頼される行
政の推進

7-1 健
全な財
政運営
の推進

5524

町税賦
課・徴収
事業
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　第３次総合計画実施計画（Ｒ６～Ｒ７）
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令和６年度 令和７年度年度
⑨主な支出内訳

⑩
予算
書頁

⑪
課
名

⑤
新
継
区
分

⑥事業内容
⑦全体事業費及び計画期間

重点プロジェクト、予算科目

⑧年度別事業費・財源内訳
（単位：千円）

№ ①政策名 ②施策名

③
事務
事業
番号

④事務
事業名

Ｒ６ ～ Ｒ７

国庫支出金 35 35

県支出金 789

款 02 地方債

項 01 その他 457 457

目 03 一般財源 10,775 13,565

Ｒ６ ～ Ｒ７

国庫支出金

県支出金

款 02 地方債

項 01 その他

目 07 一般財源 62 62

計画期間

重点
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

―

財
源
内
訳

予
算
科
目

会計 一般会計

総務費

総務管理費

62

　
・町民参加推進会議委員報酬：62千円 35

政
策
財
政
課

継
続

みんなの声をまちづくりにいかす条例に基づく、町民参加による
検討会議、町民懇談会、パブリックコメントなどの町民参加を推
進する。また、町民参加推進会議において、条例に基づき適正に
実施されているかを協議するとともに、さらなる町民参加を推進
するための取組についての検討を行う。

令和６年度は、引き続き広報紙及びホームページ、LINEを利用し
た町民への情報提供を行うとともに、町民が行政活動に参加しや
すい環境を整備する。

全体事業費 124

事業費 62

企画費

87
7 町民に信
頼される行
政の推進

7-3 町
民参加
の推進

5110
町民参加
推進事業

計画期間

重点
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

―

財
源
内
訳

予
算
科
目

会計 一般会計

総務費

総務管理費

14,057
・印刷製本費：6,930千円
・ホームページ保守委託料：3,423千円
・ソフトウェア賃借料：1,390千円

31
31
31 政

策
財
政
課

継
続

町民に各種情報を提供するため、広報紙を毎月発行し、自治区長
を通じて町内各戸に配布するほか、町のホームページやLINE公式
アカウントにより町内外に行政情報を発信する。

令和６年度は、特にLINEの機能を拡充し、セグメント配信機能に
より個人が欲しい情報を得るための自動選別や、AIチャットボッ
トメニューの充実、各種申請・予約機能等の追加を行い、町民が
スマホから行政手続きを行うことができるようにするなど、必要
な情報の即時取得と利便性向上に努める。

全体事業費 26,113

事業費 12,056

広報広聴費

86
7 町民に信
頼される行
政の推進

7-3 町
民参加
の推進

4476
広報広聴
事業
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